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Ｐ１００１６ 

２０２２年度実施方針 

 

環境部 

 

１．件 名：カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発 

 

２．根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第一号ハ、第三号、第六号

イ 

 

３．背景及び目的･目標 

２０１５年７月に決定された長期エネルギー需給見通しにおいては、３Ｅ＋Ｓ（安全性、安

定供給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現すると

されており、火力発電分野においては、石炭火力発電及びＬＮＧ火力発電の高効率化を図り、

環境負荷の低減と両立しながら、有効活用を推進することとしている。火力発電の高効率化は、

再生可能エネルギーの最大限の導入促進、安全性の確認された原子力発電の活用と合わせ、温

室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策として位置づけられている。これを踏

まえ、２０１６年６月に官民協議会で策定した「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」に

おいては、火力発電の高効率化、ＣＯ２削減を実現するため、次世代の火力発電技術の早期確立

を目指すこととしている。また、２０２１年１０月に策定された「第６次エネルギー基本計画」

においては、火力発電は再生可能エネルギーの変動性を補う調整力・供給力として柔軟な運転

（幅広い負荷変動への対応）が求められることから、負荷変動対応や機動性に優れた火力技術

開発等の取組を推進することとしている。 

２０５０年に向けて化石燃料の利用に伴うＣＯ２の排出を大幅に削減していくためには、あ

らゆる技術的な選択肢を追求していく必要があることから、ＣＯ２を炭素資源（カーボン）と捉

え、これを回収し、多様な炭素化合物として再利用するカーボンリサイクルを推進することと

しており、２０２１年６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成

長戦略」では、カーボンニュートラル社会を実現するための重要分野の１つにカーボンリサイ

クル技術が位置づけられた。また、「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月

策定、２０２１年７月改訂）において、カーボンリサイクル技術の確立、普及を目指していく

こととしている。 

２０２０年３月に策定された「新国際資源戦略」では、ＣＯ２排出削減に向け、液体アンモニ

アの混焼を含めて着実に技術開発等を進めることが必要とされている。 

石炭利用に伴って発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯｘ、ばいじん等への対応や石炭灰及びスラグ

の有効利用方策を確立することが大きな課題である。そのため、今後とも石炭を活用し、エネ

ルギー需給安定化に貢献していくためにも、より高度なクリーンコールテクノロジーの開発が

必要である。 

本事業では、発電効率の大幅向上やＣＯ２分離・回収後においても高効率を維持する技術及

びＣＯ２フリー燃料の利用、低コストなＣＯ２分離・回収、ＣＯ２有効利用技術（カーボンリサ

イクル等）により、ＣＯ２排出の削減に寄与する革新的なカーボンリサイクル技術及び次世代

火力発電技術の確立を目指す。またＬＣＡ的な観点も含めたＣＯ２の利用に係るカーボンリサ

イクル技術開発を一元的に進めることで、火力発電プロセスの更なる効率化を図るとともに、
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ＣＯ２排出削減に向けた取り組みの効率化を図る。 

石炭の効率的利用、環境対応等を目的として、石炭利用の環境対策に関する調査・技術開発

を実施する。これらの取組により、石炭の安定調達性が増し、石炭を安価で安定的に使用する

ことが可能となり、我が国におけるエネルギーセキュリティの向上に資する。 

なお、研究開発項目ごとの背景及び目的・目標については、別紙に記載する。 

 

４． 実施内容および進捗状況 

 ４．１ ２０２１年度事業内容 

研究開発項目ごとの実施内容および進捗状況詳細は別紙とおり。 

 

 ４．２ 実績推移 

研究開発項目ごとの実績推移詳細は別紙のとおり。 

 

５．事業内容 

５．１ ２０２２年度事業内容 

次世代火力発電等技術に関する調査、技術開発及び実証を行う。研究開発項目ごとの詳細は

別紙のとおり。 

 

５．２ 実施体制 

プロジェクトの進行全体の企画・管理やプロジェクトに求められる技術的成果及び政策的効

果を最大化させるため、必要に応じてプロジェクトマネージャー（以下「ＰＭ」という。）を任

命する。また、各実施者の研究開発ポテンシャルを最大限に活用し、効率的かつ効果的に研究

開発を推進する観点から、必要に応じて研究開発責任者（プロジェクトリーダー、以下「ＰＬ」

という。）を指名する。なお、研究開発項目ごとのＰＭ、ＰＬは以下のとおり。 

 

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 戸島正剛、ＰＬ：大崎クールジェン株式会社 木田一哉 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業 

１）１７００℃級ガスタービン【２０２０年度終了】 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 園山希、ＰＬ：三菱重工業株式会社 石坂浩一 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）【２０１７年度終了】 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 山中康朗、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 吉田正平 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧実用化要素火力発電技術開発【２０１６年度終了】 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発 

１）次世代ガス化システム技術開発【２０１７年度終了】 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ要素研究【２０１７年度終了】 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 春山博司、ＰＬ：電源開発株式会社 早川宏 

３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発【２０２１年度終了】 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 福原敦、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 北川雄一郎 

４）燃料電池石炭ガス適用性研究【２０２１年度終了】 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 福原敦、ＰＬ：電源開発株式会社 大畑博資 

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発【２０１７年度終了】 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人石炭エネルギーセンター 原田道昭 

６）石炭火力の負荷変動対応技術開発 
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ＰＭ：ＮＥＤＯ 野原正寛、ＰＬ：契約毎に設置 

   ７）ＣＯ２有効利用技術開発【２０２１年度終了】 

    ＰＭ：ＮＥＤＯ 天野五輪麿、ＰＬ：日本大学工学部客員教授 坂西欣也 

   ８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 

    ＰＭ：ＮＥＤＯ 森匠磨 

   ９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究【２０２１年度終了】 

 ＰＭ：ＮＥＤＯ 新郷正志、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 渡辺和徳 

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発【２０２０年度終了】 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 青戸冬樹、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 西里友志、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

研究開発項目⑧ ＣＯ２有効利用拠点における技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 戸島正剛 

研究開発項目⑨ ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 荒川純 

研究開発項目⑩ 石炭利用環境対策事業 

 ＰＭ：ＮＥＤＯ 菅本比呂志  

 研究開発項目⑪ アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業 

 ＰＭ：ＮＥＤＯ 園山希 

研究開発項目⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発 

 ＰＭ：選定中  

研究開発項目⑬ 火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業 

 ＰＭ：選定中 

 

５．３ 事業規模 

需給勘定  １６，９５０百万円 

事業規模については、変動があり得る。 

 

６．スケジュール 

研究開発項目ごとのスケジュールは別紙のとおり。 

 

７．事業の実施方式 

 ７．１ 公募 

  （１）掲載する媒体 

「ＮＥＤＯホームページ」で行う。 

  （２）公募開始の事前周知 

幅広い提案を募ることを目的に、公募開始前に「ＮＥＤＯホームページ」にて公募予告

を行う。 

  （３）公募時期・公募回数 

新規事業については、準備が整い次第随時公募を行う。 

  （４）公募期間 

原則３０日以上とする。ただし、予算２，０００万円以下の調査事業の場合は、この限

りでない。また、必要に応じて提案者・申請者に対してヒアリングを実施する。 

  （５）公募説明会 

    川崎等で実施する。 
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 ７．２ 採択方法 

  （１）審査方法 

事前書面審査、外部有識者による採択審査委員会等の結果を踏まえ、ＮＥＤＯが決定す

る。 

  （２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

原則４５日以内とする。 

（３）採択結果の通知 

採択結果については、ＮＥＤＯから提案者・申請者に通知する。 

（４）採択結果の公表 

採択者については、採択通知を行うとともに、原則として、ＮＥＤＯホームページ等に

おいて公表する。また、不採択者については、不採択理由を明記して不採択通知を行う。 

 

８．その他重要事項 

８．１ 評価の方法 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、事業の意義、目標達成度、成果の技術的意義及び

将来の産業への波及効果等について、評価を実施する。研究開発項目①～⑤、⑦～⑨、⑪、⑫、

⑬については、技術評価実施規程に基づき、プロジェクト評価を行う。また、研究開発項目⑩

については、事業評価実施規程に基づき、事業評価を行う。研究開発項目⑥は、調査事業につ

いては内容に応じて研究開発項目①から⑤、⑦～⑪の中間評価、事後評価の際に合わせて評価

を実施、先導研究については内容に応じて研究開発項目⑨、⑪の中間評価、事後評価の際に合

わせて評価を実施する。 

 

８．２ 運営管理 

必要に応じて技術検討委員会を実施し、外部有識者の意見を適切に反映し、着実な運営を図

る。 

 

８．３ 複数年度契約・交付の実施 

  選定された実施者に対して、単年度又は複数年度の契約又は交付を行う。 

 

 ８．４ 知財マネジメントに係る運用 

知財マネジメント適用対象プロジェクトは、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発の

全事業及び研究開発項目⑥カーボンリサイクル・次世代火力推進事業、研究開発項目⑧ＣＯ₂有

効利用拠点における技術開発、研究開発項目⑨ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発、研究

開発項目⑩石炭利用環境対策事業及び研究開発項目⑪アンモニア混焼火力発電技術研究開発・

実証事業、⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発、研究開発項目⑬ 火力発電負荷変動対応技術

開発・実証事業である。 

  

 ８．５ データマネジメントに係る運用 

  データマネジメント適用対象プロジェクトは、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発

８）、研究開発項目⑥カーボンリサイクル・次世代火力推進事業、研究開発項目⑧ＣＯ₂有効利

用拠点における技術開発、研究開発項目⑨ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発、研究開発

項目⑩石炭利用環境対策事業及び研究開発項目⑪アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証

事業、⑫ ＣＯ２分離・回収技術の研究開発、研究開発項目⑬ 火力発電負荷変動対応技術開

発・実証事業のうち２０１８年度以降に公募を行う事業である。 
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９．改訂履歴 

（１）２０２２年３月制定。 
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研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 

 

１．背景及び目的・目標 

本事業では、石炭火力発電から排出されるＣＯ２を大幅に削減させるべく、究極の高効率石

炭火力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）とＣＯ２分離・回収を組み合わ

せた実証試験を行い、革新的低炭素石炭火力発電の実現を目指す。 

 

［助成事業（助成率：１／３）］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

［最終目標（２０１８年度）］ 

（ａ）プラント制御性運用性：事業用火力発電設備として必要な運転特性・制御性を確認

する。 

（ｂ）設備信頼性：商用機において年間利用率７０％以上の見通しを得る。 

（ｃ）多炭種適用性：灰融点の異なる数種類の炭種で適合性を確認する。 

（ｄ）経済性：商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下となる見通しを得る。 

 

［中間目標（２０１７年度）］ 

（ａ）発電効率：４０．５％程度（送電端効率、高位発熱量基準）を達成する。 

（ｂ）環境性能：「ＳＯｘ＜８ｐｐｍ」、「ＮＯｘ＜５ｐｐｍ」、「ばいじん＜３ｍｇ／Ｎｍ   
３」を達成する（Ｏ２＝１６％）。 

 

［助成事業（助成率：１／３，２／３）］ 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

［最終目標（２０２２年度）］ 

（ａ）ＣＯ２液化プロセス開発： 

    ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣとＣＯ２液化を組み合わせた場合の最適プロセスを構築

する。 

 （ｂ）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ＩＧＣＣ運用性向上： 

ＩＧＣＣの負荷変動に伴うＣＯ２分離・回収設備の追従性を確認し、運用性を検証

する。 

 

［中間目標（２０２０年度）］ 

（ａ）基本性能（発電効率）：新設商用機において、ＣＯ２を９０％回収しつつ、発電効率

４０％（送電端効率、高位発熱量基準）程度の見通しを得る。これを実現するため

に、実証機プラントにおいて、ＣＯ２分離回収にかかるエネルギー原単位「０．９０

ＧＪ/ｔ-ＣＯ２（電気エネルギー換算）」を発電効率に係る性能として確認する。 

（ｂ）基本性能（回収効率・純度）：ＣＯ２分離・回収装置における「ＣＯ２回収効率＞９

０％」、「回収ＣＯ２純度＞９９％」を達成する。 

（ｃ）プラント運用性・信頼性：ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムの運用手法を

確立し、信頼性を検証する。 

（ｄ）経済性：商用機におけるＣＯ２分離・回収の費用原単位を評価する。 

（ｅ）ＩＧＣＣプラント運用性：ＣＯ２分離・回収装置を追設した場合のＩＧＣＣ運転への

影響を確認し、運用性を検証する。 

［中間目標（２０１７年度）］ 

（ａ）ＣＯ２分離・回収設備の詳細設計を完了する。 

別紙 
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［助成事業（助成率：１／２）］ 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

［最終目標（２０２２年度）］ 

（ａ）５００ＭＷ級の商業機に適用した場合に、ＣＯ２回収率９０％の条件で、４７％程度

の発電効率（送電端効率、高位発熱量基準）達成の見通しを得る。       

     

［中間目標（２０２０年度）］ 

（ａ） ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証設備の詳細設計を完了する。また、機器製作に着

手する。 

 

［助成事業（助成率：１／３）］ 

４）信頼性向上、低コスト化 

［最終目標（２０２２年度）］ 

（ａ）信頼性向上により 5,000 時間以上の長期運転の達成、また経済性向上により早期商 

用化の見通しを得る。 

 

［助成事業（助成率：１／２）］ 

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発 

［最終目標（２０２５年度）］ 

（ａ）ＣＯ２分離・回収の負荷変動に伴う、経時的な水素濃度変化に対応したガスタービン 

燃焼技術を確立する。 

 

［中間目標（２０２３年度）］ 

（ａ）水素濃度の変動に対応した燃焼試験を開始する。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（大崎クールジェン株式会社） 

【２０１８年度終了】 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（大崎クールジェン株式会社、株式会社日立製作所） 

大崎クールジェン株式会社 木田一哉氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発

を実施した。 

ＣＯ２分離・回収設備と液化設備を組み合わせた液化ＣＯ２製造システムの製作、据付工事

を実施した。また、負荷変化試験や運用性向上のための設備改造を行い、試運転を開始し

た。 

 ３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

   （大崎クールジェン株式会社） 

大崎クールジェン株式会社 木田一哉氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を

実施した。 

 ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証設備の機器製作、据付工事を実施し、機器試運転調整

を行った。 

 

４）信頼性向上、低コスト化 
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商用加速化に向けた設備信頼性の維持向上や低コスト化に資する技術開発を実施するため、設

備状態を把握・評価し、設備改善の検討等を開始した。 

 

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発 

ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービンの環境性能、安定性、信頼性に係る要素技術の開

発に向けた計画を策定し、研究を開始した。 

 

２．２ 実績推移 

 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移 (百万円) 

   需給勘定 
５，６９５ ２，６８１ ４，９４２ 

外部発表（件） ３０ １２ ２３ 

 

 

３．事業内容 

３．１ ２０２２年度事業内容 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

【２０１８年度終了】 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

大崎クールジェン株式会社 木田一哉氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開

発を実施する。 

 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣにおいて、運転パラメータ最適化試験、プラント運用性・長時

間信頼性試験、サワーシフト触媒試験、負荷変化試験等を実施する。また、ＣＯ２分離・回収設備

と液化設備を組み合わせた液化ＣＯ２製造プロセスについての実証試験を行う。 

 ３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

    ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証試験において、燃料電池の基本 

性能検証、運用性検証、信頼性検証を実施する。また、ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣの実現 

に向けた技術調査、及び試験終了後の解体調査を実施する。 

 

４）信頼性向上、低コスト化 

設備状態の把握、評価、対策検討、設備改善など、商用加速化に向けた設備信頼性の維 

持向上や低コスト化に資する技術開発を実施する。 

 

５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発 

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステム及びＩＧＦＣシステムのＣＯ２分離・回収設備の

負荷変動に対応すべく、ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービンの環境性能、安定

性、信頼性に係る要素技術開発を実施する。 

 

３．２ ２０２２年度事業規模 

    エネルギー対策特別会計  ２，６７１百万円 （継続） 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．その他重要事項 

（１）運営・管理 

本研究開発については、技術検討会等を設け外部有識者の意見を運営管理に反映させる。 
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（２）評価 

中間評価を２０１７年度，２０２０年度、２０２３年度に実施する。また事後評価を２０

２６年度に実施する。 

 

（３）複数年度交付の実施 

１）２０１６～２０１８年度までの複数年度交付を行う。 

２）２０１６～２０２２年度までの複数年度交付を行う。 

３）２０１８～２０２２年度までの複数年度交付を行う。 

４）２０２１～２０２２年度までの複数年度交付を行う。 

５）２０２１～２０２５年度までの複数年度交付を行う。 

 

（４）継続事業に係る取扱いについて 

    １）～３）の助成先は前年度と変更はない。 

１）２０２１年度助成先： 大崎クールジェン株式会社 

２）２０２１年度助成先： 大崎クールジェン株式会社、株式会社日立製作所 

３）２０２１年度助成先： 大崎クールジェン株式会社 

４）２０２１年度助成先： 大崎クールジェン株式会社 

５）２０２１年度助成先： 三菱重工業株式会社 
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５．研究開発体制 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 戸島正剛 

助成（ＮＥＤＯ負担率１／３） 

大崎クールジェン（株） 

 

研究開発項目： 

・ＣＯ2 分離・回収型酸素吹 I 

ＧＣＣ実証研究 

①システム基本性能の検証 

②情報収集 

③基本特性確認試験 

・ＣＯ２分離・回収型酸素吹 I 

ＧＣＣプラントの運用性実 

証 

 ①実証試験に向けた検討 

 ②実証試験運転 

 ③総合評価 

・ＣＯ２液化プロセス開発 

・ＣＯ２分離・回収負荷変動対

応ＩＧＣＣ運用性向上 

 

ＮＥＤＯ 

助成（ＮＥＤＯ負担率１／３，２／３） 

（株）日立製作所 

 

研究開発項目： 

・低温作動型サワーシフト触

媒実証研究 

 ①サワーシフト触媒試験設

備仕様検討 

②サワーシフト触媒試験設備

詳細設計 

③サワーシフト触媒の性能モ

ニタリング方法の検討 

④低温作動型サワーシフト触

媒実証試験運転 

⑤実証試験後触媒評価 

⑥総合評価 

 

大崎クールジェン(株) 

 

研究開発項目： 

① 酸素吹ＩＧＣＣ実証研究 

(a) 実証試験設備建設(２０１６年度) 

(b) 実証試験運転(２０１７年度) 

 

② 情報収集、支援研究 

(a) 酸素吹ＩＧＣＣに関する情報収集・市場性調査 

(b) ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証試験に向けた情報収集 

(c) プラント性能解析及び支援研究 
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 ３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）信頼性向上、低コスト化 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 戸島正剛 

助成（ＮＥＤＯ負担率１／２） 

 

大崎クールジェン(株) 

 

研究開発項目： 

①ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＦＣ実証研究 

（ａ）燃料電池の基本性能検証 

（ｂ）燃料電池の運用性検証 

（ｃ）燃料電池の信頼性検証 

（ｄ）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実現に向けての検討 

②ＩＧＦＣ向け石炭ガスクリーンナップ試験 

（ａ）ＣＯリッチガス通ガス試験 

（ｂ）ＩＧＦＣ向け燃料電池用ガス精製設備の概念設計 

 

 

 

大崎クールジェン(株) 

 

研究開発項目： 

1.酸素吹ＩＧＣＣ商用機に向けた設計評価改善 

①ＩＧＣＣ商用機に向けた設計評価改善 

2.ガスタービン(ＧＴ)燃焼器ノズル狭窄対策 

①鉄カルボニル生成メカニズムの解明 

3.チャーフィルタ差圧上昇対策 

①チャーフィルタ加熱再生システムの開発②サイクロン＋

チャーフィルタ代替システムの開発 

(ダブルサイクロン+ベンチュリスクラバシステムの開発） 

4.高温部位の損傷対策（石炭・チャーバーナチップ） 

①石炭・チャーバーナチップ信頼性向上に向けた検討 

 

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 戸島正剛 

助成（ＮＥＤＯ負担率１／３） 
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５）ＣＯ２分離・回収負荷変動対応ガスタービン要素技術開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 戸島正剛 

助成（ＮＥＤＯ負担率１／２） 

 

三菱重工業(株) 

 

研究開発項目： 

Ａ．広範な水素濃度変化に対応可能なガスタービン燃焼技術の開発 

Ｂ．ブローダウン燃焼試験設備の開発 

Ｃ．水素燃焼解析技術の開発 

Ｄ．ＩＧＣＣ＋ＣＣＵＳ／ＩＧＦＣ＋ＣＣＵＳシステム検討 
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研究開発項目② 「高効率ガスタービン技術実証事業」【２０２０年度終了】 

 

１．背景及び目的･目標 

２００８年３月に閣議決定された「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ―エネルギー革新技術計画」にお

いて、天然ガスタービンの高効率化が環境負荷低減の実現のための重要な技術開発であると位

置づけられている。また、２０１１年８月に制定された「第４期科学技術基本計画」において

は、安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現のため火力発電の高効率化に資する技術開発は

重点的な取組として位置づけられている。 

欧米は巨額の研究開発費を投じており、厳しい国際競争の中で我が国の優位性を維持するた

め、また電力産業の保守高度化とリプレース需要にあった大容量機の高効率化を目指し、コン

バインド効率向上、ＣＯ２排出量削減を達成するため、１７００℃級に必要な革新的技術開発

に取り組み、早期に実用化する事が必要である。 

また、高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）は、ガスタービンサイクルを改良したシス

テムであり、比較的早期に実用化が期待できる高効率発電システムで、電力産業の短中期的ニー

ズに対応する中小容量機（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％（高位発熱量基準）→５１％

（高位発熱量基準）以上）を目的とした日本オリジナルの技術であり、世界初となるＡＨＡＴ

の実用化は急務である。 

これらの政策を実現するために、発電規模に応じた発電熱効率の一層の向上が必要であり、

ガスタービン高温部品の技術向上と発電サイクルの工夫が必要不可欠である。また、環境負荷

の少ない発電システムを開発することは、電力の安定的かつ低廉な供給を確保する上で極めて

重要な対策である。 

さらに、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）や石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）にお

けるさらなる効率向上には、将来的に１７００℃級ガスタービンやＡＨＡＴシステムの導入が

不可欠である。 

 

［助成事業（助成率：１／２）］ 

１）１７００℃級ガスタービン 

［中間目標（２０１８年度）］ 

１７００℃級ガスタービンの性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発により、商用

機に適用できる見通しを得た上で、設計・製作の仕様を決定する。 

 

［最終目標（２０２０年度）］ 

１７００℃級ガスタービンの実証試験データの取得、および評価を実施し、送電端効率

５７％（高位発熱量基準）達成の見通しを得る。 

 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ） 

［最終目標（２０１７年度）］ 

実証機を用いた試験により、長期信頼性の実証として以下を達成する。 

・ミドル運用（年間５０回以上の起動・停止）の２倍である年間１００回以上の起動・停止

での実証試験を実施し、等価運転時間 １０，０００時間以上を確保する。 

（等価運転時間とは、起動・停止等の機械装置の寿命を考慮し、同等の連続運転時間とみな 

せる運転時間） 
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２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０２０年度実施内容及び進捗状況 

１）１７００℃級ガスタービン 

三菱重工業株式会社 石坂浩一氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施

した。 

１７００℃級ガスタービンにおける性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発を実施す

るにあたり、１３項目（①低熱伝導率遮熱コーティング、②高性能冷却システム、③非定常

性制御燃焼技術、④超高性能タービン、⑤翼列設計システム、⑥境界層制御高性能圧縮機、

⑦高機能構造技術、⑧高性能シール・高性能軸受、⑨先進製造技術、⑩ 鋳造プロセス設計シ

ステム、⑪超高温強度評価技術、⑫特殊計測技術、⑬高精度・高機能検査技術）に亘る要素

技術項目に関し、これまで確認されてきた問題点・課題を解決する仕様・コンセプト・技術

の数値解析、基礎要素試験、改良試験を実施した。開発した技術の多くは、事業者負担の研

究にて実機検証まで行った。 

 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ） 

【２０１７年度終了】 

 

２．２ 実績推移 

 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 

実績額推移 (百万円) 

   需給勘定 
１，７０８ １，７７５ １，６０６ １，３６５ 

外部発表（件） ２ ４ １３ ８ 

 

 

３．その他重要事項 

（１）運営・管理 

本研究開発については、技術検討会等を設け外部有識者の意見を運営管理に反映させる。 

 

（２）評価 

  １）１７００℃級ガスタービンは中間評価を２０１８年度に実施した。また事後評価を２

０２１年度に実施する。２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）は事後評価を２０１

８年度に実施した。 
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４．研究開発体制 

１）１７００℃級ガスタービン 

 

 

 

                           

 

 

 

助成（ＮＥＤＯ負担率１／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

               共同研究 

 

 

 

 

 

 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ） 

 
 
                           

 
 
 

助成（ＮＥＤＯ負担率２／３） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

三菱重工業㈱ 

・研究項目： 

① 低熱伝導率遮熱コーティング ② 高性能冷却システム ③ 非定常性制御燃焼技術 

④ 超高性能タービン ⑤ 翼列設計システム ⑥ 境界層制御高性能圧縮機 

⑦ 高機能構造技術 ⑧ 高性能シール・高性能軸受 ⑨ 先進製造技術 

⑩ 鋳造プロセス設計システム ⑪ 超高温強度評価技術 ⑫ 特殊計測技術 

⑬ 高精度・高性能検査技術 

研究開発責任者 

・所属 ＭＨＩ 

・役職名 主幹プロジェクト統括 

・氏名 石坂 浩一 

指示・協議 

三菱日立パワーシステムズ㈱ 

・研究項目： 

③ 非定常性制御燃焼技術   ④ 超高性能タービン   ⑨ 先進製造技術 

⑩ 鋳造プロセス設計システム 

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 園山希 

(一財)電力中央研究所  
・研究項目：  
⑥ 実証機の試験  
⑦ 実証機の試験結果評価  
⑧ 実証機の特性解析  
⑨ 商用機の概念設計  
⑩ 動特性解析による AHTA
商用機の運用性評価 

三菱日立ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑｽﾞ㈱  
・研究項目： 

① 試験計画、試験準備  
② 高信頼性化技術適用ガスタービン試験  
③ 性能評価  
④ 実証機の設計、製作  
⑤ 試験計画、試験準備  
⑥ 実証機の試験  
⑦ 実証機の試験結果評価  
⑧ 実証機の特性解析  
⑨ 商用機の概念設計  
⑩ 動特性解析によるＡＨＴＡ商用機の運用性評価  
⑪ 商用機向け再生熱交換器の概念設計  

住友精密工業㈱  
・研究項目： 

⑪ 商用機向け再生熱交

換器の概念設計 

研究開発責任者  
・所属 ＭＨＰＳ  
・役職名 主幹技師  
・氏名 吉田 正平  

指示・協議  

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 山中康朗 
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研究開発項目③ 「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発」【２０１６年度終了】 

   ［助成事業（助成率：２／３）］ 

１．背景及び目的･目標 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベース

ロード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発・実用化を推進

することとされている。 

このため、次世代高効率石炭火力発電技術等の開発を実施する必要があり、現在開発中のＩ

ＧＣＣを効率でしのぐ高効率石炭ガス化発電システムについて、冷ガス効率及び送電端効率の

向上並びに実用化に向けた基盤研究を実施する。 

 

［最終目標（２０１６年度）］ 

Ａ－ＵＳＣの要素技術開発を実施し、送電端熱効率４６～４７％の見通しを得る。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０１６年度実施内容及び進捗状況 

一般社団法人高効率発電システム研究所 福田 雅文氏をプロジェクトリーダーとし、以下

の各要素技術開発を完了し、前倒し事後評価の結果、事業の位置付け・必要性、研究開発マネ

ジメント、研究開発成果および事業化に向けた取り組みについて妥当との評価を受け、最終目

標である送電端熱効率４６～４７％の見通しを得ることができた。 

（１）ボイラ要素技術開発 

（ａ）長期材料試験等材料特性評価（試験用大径管、小径管の製作を含む） 

（ｂ）大型試験片によるクリープ試験 

（ｃ）材料寿命評価研究 

 

（２）タービン要素技術開発 

（ａ）長期材料試験 

（ｂ）保守技術開発 

 

（３）実缶試験・回転試験（高温弁を含む） 

（ａ）実缶試験継続、完了 

（ｂ）実缶試験装置解体 

（ｃ）実缶試験使用材の切出し評価 

（ｄ）回転試験継続、完了 

（ｅ）回転試験装置解体 

（ｆ）回転試験使用材の切出し評価 

 

２．２ 実績推移 

 ２０１６年度 

実績額推移    (百万円) 

   需給勘定 
１，２７５ 

外部発表（件） １７ 

 

３．その他重要事項 

（１）運営・管理 

基本計画へ記載の通り、２０１６年１０月２５日に前倒し事後評価を実施した。 
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（２）継続事業に係る取扱いについて 

   要素技術の確立は完了し、前倒し事後評価の結果を受け、各項目妥当との評価から次 

 期フェーズは研究開発項目⑦「次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発」 

へ継承する。 

 

４．研究開発体制

 
  

NEDO

ＰＭ：環境部 足立啓

(一社)高効率発電システム
研究所

PL:福田 雅文

㈱東芝
①、③、⑤

㈱ＩＨＩ
①、②、⑤

ABB日本ベーレー㈱
④、⑤

岡野バルブ製造㈱
④、⑤

日本製鉄㈱
②、⑤

(一財)電力中央研究所
②

東亜バルブエンジニアリング㈱
④、⑤

富士電機㈱
①、④、⑤

三菱重工業㈱
②、③、⑤

三菱日立パワーシステムズ㈱
①、②、③、⑤

助成 

研究項目 
①システム設計、設計技術開発 
②ボイラ要素技術開発 
③タービン要素技術開発 
④高温弁要素技術開発 
⑤実缶試験・回転試験（高温弁を含む） 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

１）次世代ガス化システム技術開発【２０１７年度終了】 

   

１．背景及び目的･目標 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベース

ロード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発・実用化を推進

することとされている。中長期的には、さらなる高効率化に向けて、現在開発中のＩＧＣＣを

効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発を実施する必要がある。 

[中間目標（２０１７年度）] 

 既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化

発電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸気添加ガス化試験方法を確立す

る。 

 

［最終目標（２０１８年度）］ 

既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガ

ス化発電システムの見通しを得る。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０１７年度実施内容及び進捗状況 

（１）冷ガス効率向上の検証 

噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス

化炉での検証を行うための試験計画を策定するため、試験実施条件を検討するための詳細

シミュレーションを実施した。 

また、水蒸気によるガス化炉内部温度の低下に伴う影響性（タール析出等）について検

討を継続するとともに、影響性を確認するためのリダクタ模擬反応炉の設計を実施した。 

 

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

酸素製造装置に関する文献等の検討とともに、開発動向等を調査した。 

 

（３）ＩＧＣＣシステムの検討 

冷ガス効率向上に関するシミュレーション結果、高効率酸素製造装置の調査結果を踏まえ、

ＩＧＣＣの最適システムの試設計方法等の検討を進めた。 

 

２．２ 実績推移 

 ２０１６年度 ２０１７年度 

実績額推移    (百万円) 

   需給勘定 
７４．５ ２８７．２ 

特許出願件数（件） ０ ０ 

論文発表件数（報） ０ ０ 

その他外部発表（件） ３ ４ 

 

３．事業内容 

３．１ ２０１８年度事業内容 

研究開発項目⑤ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発へ統合する。 
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４．その他重要事項 

４．１ 運営・管理 

本事業は研究開発項目⑤ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発へと統合する。 

 

５．研究開発体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＥＤＯ 
ＰＭ：環境部 中田博之 

（一財）電力中央研究所 

・研究項目： 

ア） 水蒸気添加による冷ガス効率向上の検証 

イ） エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

ウ） ＩＧＣＣシステムの検討 

（国研）産業技術総合研究所 

・研究項目：ア）水蒸気添加による冷ガス効率向上の検証 

・タール改質促進技術 

委託 

（国大）九州大学 

・研究項目：ア）水蒸気添加による冷ガス効率向上の検証 
・熱分解揮発成分の反応速度モデリング 
（タール改質反応の解明、解析コードの高精度化） 

再委託 

（国大）名古屋大学 

・研究項目：ア）水蒸気添加による冷ガス効率向上の検証 
・熱分解揮発成分の反応速度モデリング 

        （タール改質反応のモデル化） 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究【２０１７年度終了】 

 

１．背景及び目的･目標 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は石炭をガス化し、燃料電池、ガスタービン、蒸

気タービンの3種の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率石

炭火力発電技術として実現が望まれている。クールアースエネルギー革新技術開発ロード

マップにおいても２０２５年頃の高効率石炭火力発電技術として５５％の送電端効率を目指

すＩＧＦＣが位置付けられており、２０４０～２０５０年頃には次世代ＩＧＦＣとして６５%

を目指すことが示されている。 

ＩＧＦＣに適用される燃料電池としては、事業用ガスタービンとの組合せから高温・高圧

運転にも適応可能な固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）が最も有力な候補と考えられる。し

かしながら、ＩＧＦＣの実現に向けては様々な技術課題の解決を図る必要がある。特に、Ｉ

ＧＦＣ特有の課題の一つとして、石炭ガス化ガスに含まれる微量成分の一部が燃料電池の劣

化を招き、長期信頼性を損なう可能性が懸念されている。 

［最終目標（２０１７年度）］ 

・模擬ガス試験により燃料電池の被毒耐性を評価する。 

・模擬ガス試験により、燃料電池用ガス精製技術性能を評価し、ガス精製技術を確立する 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０１７年度実施内容及び進捗状況 

１）セル被毒耐性評価 

本試験では、ＩＧＦＣなど発電事業用途への適用が期待される円筒横縞形ＳＯＦＣ（三菱日

立パワーシステムズ社製）を用いて実セルの被毒耐性を調べ、燃料電池用ガス精製で除去対策

が必要となる被毒成分の特定を行った。また、既存の石炭ガス化プロセスにおけるガス精製設

備仕様以上の対策の必要性について検討した。 

 

２）燃料電池用ガス精製技術性能評価 

化学反応を利用して不純物を除去可能な吸着剤について、ＳＯＦＣ被毒成分に対する除去性

能を評価し、燃料電池用ガス精製として適用可能性の高い吸着剤を選定した。また、選定した

吸着剤について吸着塔設計に必要なデータを取得した。 

 

３）燃料電池用ガス精製装置の試設計 

①セル被毒耐性評価で対策の必要性が確認された被毒成分を対象に、②燃料電池用ガス精

製技術性能評価で得られる設計データを用いて吸着塔を試設計し、付帯設備を含めた燃料電

池用ガス精製装置について検討を行った。また、燃料電池設備の規模を複数ケース想定し、

設備容量等についても検討を行った。 
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２．２ 実績推移 

    ２０１６年度 ２０１７年度 

実績額推移    (百万円) 

   需給勘定 
１５０ １５０ 

特許出願件数（件） ０ ０ 

論文発表件数（報） ０ ０ 

その他外部発表（件） ０ １ 

 

．その他重要事項 

（１）運営・管理 

２０１９年度に事後評価を実施した。 
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３．研究開発体制 

 

  

春山博司  
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発【２０２１年度終了】 

 

１．背景及び目的・目標 

２０１５年７月に経済産業省における「次世代火力発電の早期実現に向けた協議会」により

策定された「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ガスタービン燃料電池複合

発電（ＧＴＦＣ）については、小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化、量産化を進め、

ＳＯＦＣのコスト低減を図り、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ級）の実証事業を経て、発電効率

６３％程度、ＣＯ２排出原単位：２８０ｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ程度を達成し、２０２５年頃に技術

を確立することが示されている。また、量産後は従来機並の発電単価を実現することとされて

いる。 

 

 ［中間目標（２０１９年度） 

中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発する。 

・高圧ＳＯＦＣモジュールを開発する。 

・ガスタービンとの連係技術を確立する（燃焼器、燃料／空気差圧制御系、排燃料・排空気・

空気抽気）。 

 

［最終目標（２０２１年度）］ 

中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を確立する。 

・燃料電池の高性能化による中小型ＧＴＦＣシステムの最適化を行う。 

・小型ＧＴＦＣ（出力１，０００ｋＷ級）において、５７％ＬＨＶ（低位発熱量基準）の発

電効率（送電端）の見通しを得る。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

（三菱重工株式会社、日本特殊陶業株式会社） 

三菱重工株式会社 北川雄一郎氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施し

た。 

高性能セルスタックの性能検証として、低コスト品質安定化技術で開発した焼成技術と成膜

技術を活用して高性能セルスタックの製造を行った。製造された高性能セルスタックを用いて

その特性評価を検証し、ＧＴＦＣに適用するＳＯＦＣシステムの基本構成の改良検討を実施し

た。 

 

２．２ 実績推移 

 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移 (百万円) 

   需給勘定 
９７ １９ ９０ 

特許出願件数（件） ０ ０ １ 

論文発表件数（報） ０ ０ １ 

その他外部発表（件） ２ １ ３ 

 

３．その他重要事項 

（１）運営・管理 

本研究開発については、技術検討会等を設け外部有識者の意見を運営管理に反映させる。 
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（２）評価 

ガスタービン燃料電池複合発電技術開発は中間評価を２０１９年度に実施した。また事後

評価を２０２２年度に実施する。 

 

（３）継続事業に係る取扱いについて 

２０２１年１０月１日付けで、委託先である三菱パワー株式会社が三菱重工業株式会

社に吸収統合され、本事業の業務を三菱重工業株式会社へ継承。 

２０２１年度委託先：三菱重工業株式会社、日本特殊陶業株式会社 
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５．研究開発体制 

 

 

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 福原 敦 

 

プロジェクトリーダー 

・所属 三菱パワー株式会社  

・役職名 燃料電池事業室長  

・氏名 北川 雄一郎  

株式会社トヨタエナジーソリューションズ 

・研究実施場所：本社 

・研究項目： 

① 小型 GTFC のシステム化 

(a) 小型 GTFC ハーフモジュール実証 

(ii) 小型 GTFC 用 MGT 開発 

(iii) ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝとの連係運転技術の確立 

 

委託先 

再委託先

日本特殊陶業株式会社 

・研究実施場所：小牧工場 

・研究項目： 

① 小型 GTFC のシステム化 

(b) ｾﾙｽﾀｯｸ低ｺｽﾄ品質安定化技術開発 

三菱重工業株式会社 

・研究実施場所：①長崎工場 

           ②総合研究所（長崎） 

           ③総合研究所（高砂） 

・研究項目： 

① 小型 GTFC のシステム化 

(a) 小型 GTFC ハーフモジュール実証 

(ⅰ) 小型 GTFC 用 SOFC 開発 

(ⅱ) 小型 GTFC 用 MGT 開発 

(ⅲ) ガスタービンとの連係運転技術の確立 

(b)  セルスタック低コスト品質安定化技術開発 

(c) 高性能セルスタックの性能検証 

(ⅰ) MW 級実証機組込 

(ⅱ) MW 級実証機試運転調整 

(ⅲ) 高性能カートリッジによるモジュールの性能評

価 

(ⅳ) GTFC に適用可能な SOFC 基本システム検

討 

①  高圧 SOFC モジュールの開発 

(a) 高圧カートリッジ試験 

（0.23MPa での性能検査） 

(b) 高圧単セルスタック試験 

再委託先 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

４）燃料電池石炭ガス適用性研究【２０２１年度終了】 

 

１．背景及び目的・目標 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は、石炭をガス化し、燃料電池、ガスタービン、

蒸気タービンの３種類の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効

率石炭火力発電技術として、その実現が望まれている。 

ＩＧＦＣを構成する高温型燃料電池については、現在、天然ガスを燃料とした燃料電池の開

発が進んでいるが、石炭ガスを燃料とした場合の適用性についての検証及びシステムの検討を

行う必要性がある。 

ＩＧＦＣを構成する燃料電池モジュールについて、石炭ガスを燃料とした場合の運用性や性

能を把握する必要もあることから、実燃料電池モジュールを用いた石炭ガス燃料の適用性試験

を行い、その結果を踏まえて、ＩＧＦＣの技術確立に必要な実証機に係るシステム検討を行う。 

 

（１） ＩＧＦＣシステムの検討 

［最終目標（２０１８年度）］ 

 ＩＧＦＣ実証機の容量を決定し、実証機の試設計を完了する。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

［中間目標（２０１９年度）］ 

Ｈ２リッチガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの基本性能を確認するとともに、発電

性能を最適化するための運用性を確立する。また、石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モ

ジュールの基本性能を確認する。 

 

［最終目標（２０２１年度）］ 

石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの運用性と性能を把握し、課題を抽出する。

また、石炭ガス適用時の燃料電池出力変化率を天然ガスと同等の１％／ｍｉｎ程度とする石炭

ガス化炉連係システムを構築する。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

（電源開発株式会社、中国電力株式会社） 

電源開発株式会社 大畑博資氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研究開発を実施した。 

 

１）ＩＧＦＣシステムの検討 

【２０１８年度終了】 

 

２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

燃料電池モジュールの解体調査として、圧力容器から引き出したサブモジュールについ

て、工場で外観検査や内部検査、セルスタックの分析を実施した。 

取り出されたカートリッジから、ＣＯリッチである石炭ガスによる炭素析出の状況およ

び燃料系統の不純物等析出状況の確認をおこなった。また、水素リッチガスの発電室燃焼

によるセルや配管等への損傷等の状況確認をおこなった。セルスタックの分析では石炭ガ

ス中に含まれる被毒物質の影響調査をおこなった。 
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２．２ 実績推移 

 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移  (百万円) 

   需給勘定 
７３１ １８９ １１５ 

特許出願件数（件） ０ ０ ３ 

論文発表件数（報） ０ ０ ２ 

その他外部発表（件） １ ０ ０ 

 

３．その他重要事項 

（１）運営・管理 

本研究開発については、技術検討会等を設け外部有識者の意見を運営管理に反映させる。 

 

（２）評価燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究は中間評価を２０１９年度に実施し

た。また事後評価を２０２２年度に実施する。 

 

（３）継続事業に係る取扱いについて 

   委託先は前年度と変更はない 

１）２０２１年度委託先：電源開発株式会社 
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５．研究開発体制 

１）ＩＧＦＣシステムの検討 

 

 

 

 

 

 

 

２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

 

 

 

 

 

 

         委託 

 

＜電源開発株式会社＞ 

 

・研究実施場所 

  技術開発部 若松研究所 

 

・研究開発項目 

① 水素リッチガス適用および石炭ガス化炉設備連係に係る運転・制御の検討 

② 燃料電池モジュール試験設備の設計・製作・据付 

③ 燃料電池カートリッジ試験 

④ 燃料電池モジュール基本特性確認試験 

⑤ 水素リッチガス切替試験 

⑥ 水素リッチガス最大負荷試験 

⑦ 水素リッチガス起動・停止試験 

⑧ 実証機模擬ガス試験 

⑨ 石炭ガス化炉連係試験 

⑩ 石炭（CO リッチガス）適用に係る技術検討 

⑪ 燃料電池モジュールの解体調査 

 

          再委託 

 

＜三菱パワー株式会社＞ 

 

・研究実施場所 

  燃料電池事業室 

電源開発株式会社 

中国電力株式会社 

国立研究開発法人 
新エネルギー・産業技術総合開発機構 

委託先  

NEDO 

PM：環境部 福原 敦 

プロジェクトリーダー 

電源開発株式会社 技術開発部 若松研究所 

所長 大畑 博資 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発【２０１７年度終了】 

   

１．背景及び目的･目標 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベース

ロード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

環境負荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電の導入を進めることとされている。 

現在、石炭の燃焼排ガスあるいは石炭ガス化プラントの石炭ガス中からのＣＯ２の分離・回

収技術の開発が進められているが、ＣＯ２分離・回収工程において多くのエネルギー損失が発

生することが課題となっていることから、これを解決するため、エネルギー損失のない高効率

でありながら、ＣＯ２の分離・回収が可能な化学燃焼石炭利用技術について、実用化に向けた開

発を実施する。 

［中間目標（２０１７年度）］ 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるキャリアを選定する。 

 

［最終目標（２０２０年度）］ 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発

電システムを提示する。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０１７年度実施内容及び進捗状況 

キャリアの反応性、耐久性、流動混合性等の要素試験を行い、各種特性を把握するとともに、  

試験結果を踏まえキャリアの最終選定を行い、石炭を用いたキャリアの試験を実施した。 

また、国内外のＣＬＣ、ＣＣＳ及びＣＣＵＳ並びにＮ２利用などの技術動向調査を行うとと

もに、ＣＯ２ＥＯＲへ、ＣＬＣを適用する場合の経済性を試算し、市場性の検討を行った。 

なお、２０１７年度までの中間目標は達成した。 

 

２．２ 実績推移   

 ２０１６年度 ２０１７年度 

実績額推移    (百万円) 

   需給勘定 
１５１ １０９ 

特許出願件数（件） ２ ０ 

論文発表件数（報） １ ４ 

その他外部発表（件） １６ １８ 

 

３．事業内容 

３．１ ２０１８年度事業内容 

２０１７年度の中間評価で、中間目標は達成したものの「データ解釈の精密化と実用的な

設計提案の立案についてより深く検討する」ことが求められたことから、研究開発体制を見

直す必要があると考えた。従って、次期ステップの「ベンチ試験装置によるプロセス検証」

は中止する。 

一方で、評価委員会でも研究の必要性は合意されたことから、研究開発の内容を見直し、

ラボ試験を行いデータを蓄積し精度向上を図ると共に、実用的な設計立案に向け、実機設計

技術の確立を目指した要素研究を「研究開発項目④８）流動床ガス化燃焼技術を応用した石

炭利用技術開発」で実施する。 
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４．その他重要事項 

（１）運営・管理 

基本計画に記載の通り、中間評価を２０１７年度に実施した。 

 

（２）継続事業に係る取扱いについて 

中間目標は達成しているものの、研究評価委員会において、データ解釈の精密化と実用的

な設計提案の立案についてより深く検討する事が求められたことから、本事業は研究開発項

目④８）ケミカルルーピングを適用した石炭利用技術開発へ継承する。 

 

５．研究開発体制 

 

  

NEDO PM:環境部  中田博之  
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

６）石炭火力の負荷変動対応技術開発 

 

１．背景及び目的･目標 

（１）事業の背景・目的 

日本の石炭火力発電所は、長年の技術開発の成果により、高い発電効率や排出ガス対策で、

世界的に最高レベルの技術を有している。しかしながら、日本の技術を採用したプラント価格

は、他の国のプラントに比べて高価であるため、国際市場に於いて必ずしも高い競争力を有し

ておらず、海外での導入事例も限られているのが現状である。日本の石炭火力発電所が受注に

至った地域では、厳しい技術要件が定められており、日本の高効率発電技術が入札時に評価さ

れている一方、他国性の石炭火力発電所を導入した諸外国のユーザーの多くが、稼働率の低下

をはじめとしたオペレーション上の様々な課題を抱えている。 

また、２０１９年７月に閣議決定された「第５次エネルギー基本計画」において、石炭は「現

状において安定供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として評価されてい

るが、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、適切に出力調整を行う必要性が高まると見込ま

れる」とされている。さらに、２０２１年１０月に閣議決定された「第６次エネルギー基本計

画」において、今後、石炭火力は、電源構成における比率は、安定供給の確保を大前提に低減

とされている一方で、「再生可能エネルギーを最大限導入する中で、調整電源としての役割が

期待される」とされている。 
今後とりわけ自然変動電源（太陽光・風力）の導入が拡大する中で、電力の需給バランスを

維持し周波数を安定化するために、火力発電等による調整力の一層の確保と信頼性・運用性の

向上が求められている。 

 そこで本事業では、石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させる

ための先進的な技術開発を実施する。そのことにより、日本の石炭火力発電プラントの競争力

向上にも寄与する。 

 

（２）事業の目標 

[中間目標（２０２０年度）] 

長期保守契約（ＬＴＳＡ）等に寄与できる各種モニタリング・センシング・解析等の要素

技術を確立する。 

 

［最終目標（２０２２年度）］ 

 負荷変動対応に伴う事故リスクと保守コスト低減に必要な故障予知・寿命予測等の保守

技術および石炭火力発電による調整力の一層の確保と信頼性・運用性を向上させるための

先進的な技術の見通しを得る。 

 

２．事業内容及び進捗状況 

２．１ ２０２１年度委託事業内容 

（１）火力発電設備保全用高解像度フェーズドアレイシステムの開発 

  高解像度フェーズドアレイシステムに必要な高分解能アルゴリズムの最適化、およびマ

トリックスアレイ探傷子の設計試作・検証を行った。 

 

（２）石炭火力発電システムの運用性向上技術開発 

ボイラ燃料解析モデルによる最高伝熱管温度の推定に関して実機実測値を用いて検証し

た。また、蓄熱システムの基本設計・詳細設計およびコスト評価を行った。 

 

（３）タービン発電設備次世代保守技術開発 
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  タービン機器関連および発電機機器関連等の構築した進展予測技術や故障予知システム  

を対象発電所の監視システムに組込むと共に実運転データによる劣化予測モデルを構築

した。 

 

（４）ボイラクリープ疲労損傷の高精度余寿命診断技術開発 

伝熱管クリープ損傷用 HTS-SQUID(高温超電導量子干渉素子)による劣化要因推定を実施

した。また、大径管曲げねじりクリープ疲労損傷用高温 3 軸薄膜ひずみ計の出力精度の

評価を実施した。 

 

 ２．２ 実績推移 

 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

実績額推移 (百万円) 

   需給勘定 
156 291 171 1,063 630 

特許出願件数（件） 0 0 0 1 4 

論文発表件数（報） 0 0 １ 0 0 

その他外部発表（件） 0 １ ２ 0 0 

 

３．事業内容 

３．１ ２０２２年度事業内容 

（１）火力発電設備保全用高解像度フェーズドアレイシステムの開発 

実機配管検査に実用可能な高解像度フェーズドアレイシステムを完成させ、微小欠陥

模擬試験体を用いた性能評価を行う。 

 

（２）石炭火力発電システムの運用性向上技術開発 

実機ボイラへ計測装置を設置する。これら実機で計測したデータを整理し、計算結果

と比較評価して計算の精度向上を図る。 

 

（３）タービン発電設備次世代保守技術開発 

タービン機器関連および発電機機器関連等の損傷進展予測技術について実機での検

証・評価を実施する。 

 

（４）ボイラクリープ疲労損傷の高精度余寿命診断技術開発 

開発した小規模曲げねじりクリープ疲労試験装置と高温 3 軸薄膜静電容量型ひずみ計

を用いて得られた疲労損傷データからねじりクリープ疲労寿命評価法の検証を行う。

クリープ損傷材の HTS-SQUID による劣化要因解明と余寿命診断マスターカーブ（損傷

評価曲線）作成する。 

 

３．２ ２０２２年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給）  ４３０百万円 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．その他重要事項 

４．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、必要に応じて外部有識者等の意見を

適切に反映し、着実な運営を図る。 

 



 

33 

 

４．２ 複数年度契約の実施 

２０１７～２０２２年度までの範囲で複数年度の契約を行う。
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５．実施体制 

［２０１７年度～２０１９年度］ 

 

（１）微粉炭焚きボイラにおける伝熱管の温度推定技術の向上 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）TypeIV クリープボイド初期検出システムの開発と石炭火力の保全手法の確立 

 

 

 

 

 

 

   

 

［２０２０年度～２０２２年度］ 

 

１）火力発電設備保全用高解像度フェーズドアレイシステムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２）石炭火力発電システムの運用性向上技術開発 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

  

委託 
国立大学法人 東北大学 NEDO 

PM：環境部 野原正寛 

東北発電工業株式会社 

PL：東北大学 三原毅 

委託 
三菱重工株式会社 NEDO 

PM：環境部 野原正寛 

一般財団法人電力中央研究所 

PL：三菱重工重工株式会社㈱ 山下登敏 

三菱重工業株式会社 再委託 

委託 
三菱パワー株式会社 NEDO 

PM：環境部 名久井博之 

PL：三菱パワー㈱ 山内康弘 

三菱重工業株式会社 再委託 

委託 
国立大学法人 東北大学 NEDO 

PM：環境部 名久井博之 

東北発電工業株式会社 

PL：東北大学 三原毅 
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３）タービン発電設備次世代保守技術開発 

     

 

 

 

 

 

 

 ４）ボイラクリープ疲労損傷の高精度余寿命診断技術開発 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託 
東芝エネルギーシステムズ株式会社 NEDO 

PM：環境部 野原正寛 

PL：東芝ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 竹内司 

株式会社東芝 
再委託 

委託 
中国電力株式会社（エネルギア総合研究所） NEDO 

PM：環境部 野原正寛 

学校法人 東京理科大学 

PL：中国電力㈱ 西田秀高 

国立研究開発法人 
日本原子力研究開発機構 

再委託 

国立大学法人 熊本大学 

公立大学法人大阪 大阪府立大学 

学校法人 近畿大学 

非破壊検査株式会社 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

７）ＣＯ２有効利用技術開発【２０２１年度終了】 

 

１．背景及び目的･目標 

  供給安定性および経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、

国内の発電供給量の２６％を担う重要な電源である。しかし、これら石炭火力発電ではＣＯ２

排出量が比較的多く、将来的にＣＯ２分離回収有効利用：Ｃａｒｂｏｎ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎ

ｄ Ｕｔｉｌｉｚａｔｉｏｎ （ＣＣＵ）が検討されている。現時点ではＣＯ２の大規模処理が

困難であるものの、有価物の製造等により利益を創出する可能性がある。 

２０３０年度以降を見据え、将来の有望なＣＣＵ技術の確立を目指して、我が国の優れたＣ

ＣＴ （Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）等に、更なる産業競争力を賦与する事

が可能なＣＯ２ 有効利用技術=ＣＣＵ （Ｃａｒｂｏｎ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｕｔｉｌｉｚ

ａｔｉｏｎ）技術について、実用化に向けた開発を実施する。 

[最終目標（２０２１年度）] 

 事業終了時に、我が国及び世界のエネルギーセキュリティの向上及びＣＯ２排出量の削減並び

に環境負荷の低減に貢献する事を目的とし、ＣＯ₂有効利用技術の適用性を確認する。一例とし

ては、将来的に天然ガス代替では０．９ 円～１．４ 円/ＭＪ （ＬＨＶ）の経済性が成立するこ

とを確認する。 

 

２．事業内容及び進捗状況 

２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

（株式会社ＩＮＰＥＸ、日立造船株式会社） 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 坂西欣也氏をプロジェクトリーダーとし、以下の研

究開発、調査を実施した。 

 

２０２０年度に引き続き、メタネーション試験装置での運転を継続し各署運転条件におけ

るプロセス運転及び運用条件最適化検討を行った。また、設備スケールアップの検討を継続

実施した。 

 

２．２ 実績推移 

 
２０１７ 

年度 

２０１８ 

年度 

２０１９ 

年度 

２０２０ 

年度 

２０２１ 

年度 

実績額推移 (百万円) 

   需給勘定 
３６６ ６２７ ４４７ ３５１ １２６ 

特許出願件数（件） ０ ０ １ １ ０ 

論文発表件数（報） ０ １ ６ ６ ０ 

その他外部発表（件） ０ ５ ３５ １４ ０ 

   

 

３．その他重要事項 

３．１ 評価 

２０２１年度に前倒し事後評価を行った。 
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５．研究開発体制 

 
 

NEDO 
PM:環境部 天野五輪麿  

プロジェクトリーダー 

坂西欣也 

（産業技術総合研究所 

エネルギー・環境領域 領域長補佐） 

 株式会社 INPEX 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

 ８）ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステム技術開発 

    

１．背景及び目的･目標 

エネルギー基本計画において、石炭火力は、安定供給性と経済性に優れたエネルギー源とし

て評価されているものの、温室効果ガスの排出量が多いという問題があるため、脱炭素化を見

据えた高効率化・次世代化の推進が望まれている。 

また、ガス化技術を適用した技術はバイオマスや炭素系廃棄物等を燃料として発電すること

によるＣＯ２排出削減や有価な生産物（水素や化学品等）の製造に応用できる技術として期待

されている。 

本事業では、ガス化技術を適用して、燃料を多様化するとともに、有価な生産物を併産する

ことで、ＣＯ２分離・回収コストの低減を目指したＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシ

ステムを構築する火力発電設備設計技術の確立に向けた技術開発を実施する。 

 

［中間目標（２０２２年度）］ 

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムの実証設備設計に必要な要素技術の確立

に目途をつける。 

 

［最終目標（２０２４年度）］ 

ＣＯ２分離・回収型ポリジェネレーションシステムにより分離・回収コスト１,０００円台／

ｔ－ＣＯ２を見通せる火力発電設備の設計技術確立、および経済性を評価する。 

 

２．実施内容及び 

 ２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

（１）流動床ガス化燃焼技術の応用 

水素発生反応における水素発生速度・純度などを検証した。また、バイオマス燃焼におけ

る酸素キャリアの耐久性や酸素キャリアによる発生ガス中のタール成分の改質を検討する

とともに、経済性評価に着手した。 

（２）噴流床ガス化燃焼技術の応用 

発電技術の選定を完了するとともに、廃棄物を添加した場合のガス化性能への影響を把握

した。また、生成ガス組成に応じたガス生成システムの構築に着手した。 

 

２．２ 実績推移 

 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移    (百万円) 

   需給勘定 
７５ ４５７ 

特許出願件数（件） ０ １ 

論文発表件数（報） ０ １ 

その他外部発表（件） ０ １０ 

 

３．事業内容 

３．１ ２０２２年度実施内容 

（１）流動床ガス化燃焼技術の応用 

酸素キャリアの循環流量・速度、水素生成反応条件および設備構造仕様など、プロセス全

体の最適化に向けた検討を進める。また、経済性評価によりＣＯ２分離回収コストを試算す

る。 
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（２）噴流床ガス化燃焼技術の応用 

石炭/廃棄物の混合ガス化システム構築に向け、混合による影響を調査し、適切な運転方法

を検討する。また、全体システムとしてのＣＯ２回収コストを試算し、1,000 円台/t-ＣＯ２を

実現するために必要なシステム構成を考案する。 

 

 ３．２ ２０２２年度事業規模 

  エネルギー対策特別会計  ８６３百万円 

  事業規模については、変動があり得る。 

 

４．その他重要事項 

４．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、必要に応じて外部有識者等の意見

を適切に反映し、着実な運営を図る。 

 

４．２ 複数年度契約の実施 

２０２０年度～２０２２年度までの複数年度の契約を行う。 

 

 

  



 

40 

 

５．研究開発体制 

（１）流動床ガス化燃焼技術の応用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

NEDO 
PM:環境部 森 匠磨  

委託  

石炭フロンティア機構 
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（２） 噴流床ガス化燃焼技術の応用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

委託  

NEDO 
PM:環境部 森 匠磨  

三菱重工業株式会社 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 

 ９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究【２０２１年度終了】 

 

    

１．背景及び目的･目標 

我が国では、２０５０年に温室効果ガス８０％削減の目標が掲げられており、その達成に向

けた手段の一つとして、再生可能エネルギー電源（以下、再エネ電源）の増加が見込まれてい

る。２０１５年７月に公表された、長期エネルギー需給見通しにおいて示された２０３０年度

の電源構成比では、太陽光発電が７%の発電電力量を占めることになる。太陽光発電の利用率

を平均の１３％とすると、約６４００万ｋＷの設備容量を必要とし、これは国内事業用の全発

電設備容量の１／４程度に相当する。一方で、普及の拡大が予測される太陽光発電や風力発電

の出力は天候に大きく影響を受けるため、電力の安定供給を考えた場合、系統安定化が必要不

可欠である。 

火力機は、大量に導入される再エネ電源に対応して、需給調整や周波数調整など重要な役割

を果たしている。例えば、太陽光発電の日中に生じる急激な天候変動等による大幅な出力変動

に対応するには、ガスタービン複合発電（以下、ＧＴＣＣ）を用いることが有望な手段の一つ

であるが、現状の性能では起動時間が長い、出力変化速度が遅い、最低出力が高い等の課題が

ある。 

そこで本研究開発では、再生可能エネルギー電源の大量導入時の電力安定供給とＣＯ２排出

量削減の両立を狙い、既存の火力発電設備へのレトロフィットやリプレース向けに定格時の効

率を維持した上で、機動力と再エネ出力不調時のバックアップ電源の両機能を具備した、機動

性に優れる広負荷帯高効率ＧＴＣＣを開発するため、中核機器であるガスタービン（以下、Ｇ

Ｔ）の負荷変動対応に係る要素技術を開発し、実機に組み込める目処を得ることを目的にする。 

 

表 先行研究で設定されたGTCCとしての目標性能 

 
起動時間 

（ﾎｯﾄｽﾀｰﾄ） 

出力変化速

度 

1/2 負荷における定格から

の効率低下（相対値) 

最低出力 

（一軸式） 

開発目標 10 分 20 %/分 10 % 10 % 

（参考） 

現状性能 
60 分 5 %/分 15 % 45% 程度 

 

［最終目標（２０２１年度）］ 

・先行研究で設定した目標性能（上表）を実現する目処を得るために、実規模の燃焼器を設

計･試作し、単缶実圧燃焼試験により、無負荷から定格まで 5 分で到達すること、最低負荷

条件においても安定燃焼が可能であることを確認する。 

・急速起動、出力変化速度向上、最低負荷引き下げ、部分負荷時の効率低下抑制を含む、Ｇ

ＴＣＣシステムとしての運転制御技術とＧＴ後流（ＨＲＳＧ－蒸気タービン側）の成立性・

性能評価、急速起動に寄与する動翼･ロータの軽量化については、実プラントの設計に反映

できる目処を得る。 

・合理的な設備運用保守を行うために、従来の考え方からの違いを整理する。 

・対象ＧＴＣＣと他の調整力電源（揚水発電、蓄電池など）の経済性を比較評価し、事業と

して成立するための課題を整理する。 

・既存設備のレトロフィットによる実証研究計画を立案し、実証試験の仕様を明らかにする。 
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２．事業内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０２１年度事業内容 

高機動性を有するＧＴＣＣの開発に向けて、これまでにない急速起動・出力変化速度の運

転条件下におけるプラント状態を詳細に予測し得る高精度非定常数値解析技術（流体、伝熱、

燃焼、構造、プラント動特性）の開発を進め、ハード面の試験環境の整備を行った。 

具体的には、２０２０年度に引き続き、機器設計への適用に向けて、目標とする性能実現

の鍵となる要素技術開発として、以下を実施した。 

・低負荷運用時の高性能燃焼器の開発 

・ＧＴ全体制御技術の開発 

・軽量動翼・長寿命ロータの開発 

・クリアランスコントロール技術の開発 

・ＧＴＣＣシステムの性能評価 

また、ユーザーにとって設備信頼性とコスト削減を両立させる上で重要となる、合理的な

設備保守技術の調査にも取り組むとともに、他技術との経済性比較調査を行い、後継となる

実証研究計画の策定を行った。 

 

 ２．２ 実績推移 

 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移    (百万円) 

   需給勘定 
４５７ ５３２ ４６４ 

特許出願件数（件） ０ １ １ 

論文発表件数（報） ５ ９ ７ 

その他外部発表（件） １ ０ ０ 

 

３．その他重要事項 

（１）運営・管理 

２０２１年度に前倒し事後評価を実施した。 
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４．研究開発体制 

 

 

 

  

新郷正志  
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研究開発項目⑤ 「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」【２０２０年度終了】 

［委託事業］ 

１．背景及び目的・目標 

石炭は他の化石燃料と比べ利用時の二酸化炭素排出量が大きく、地球環境問題での制約要因

が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更なる二酸化炭素排出量の抑制が求

められている。 今後ＣＯ２排出量抑制のためには、石炭火力発電の高効率化に加え、ＣＣＳに

よる低炭素化を図っていく必要がある。 

しかしながら、ＣＣＳは多大な付加的なエネルギーが必要であり、効率の低下や発電コスト

の上昇を招く。そのためエネルギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有効利用と発電

コストの抑制のため、このエネルギーロスを可能な限り低減する必要がある。 

本事業ではＣＯ２回収を行っても、高い発電効率を達成できる、革新的な発電システムに関

する技術開発を行う。 

［中間目標（２０１７年度）］ 

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、送電端効率４２％（高位発熱量基準）を見通す

ための要素技術確立の目途を得る。 

次世代ガス化システムについては、既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～

４８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸

気添加ガス化試験方法を確立する。 

 

［最終目標（２０２０年度）］ 

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、２０１９年度までに送電端効率４２％（高位

発熱量基準）を見通すための要素技術を確立する。 

次世代ガス化システムについては、２０１８年度までに既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴ

で送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得る。 

両技術の相乗効果として、２０２０年度までにＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの目標効率

から更に０．５ＰＴ向上の見通しを得る。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０２０年度実施内容及び進捗状況 

（一般財団法人電力中央研究所） 

Ｏ２／ＣＯ２ガス化に水蒸気ガス化反応促進を加えた相乗効果の評価を実施した。乾式酸性

ガス除去装置への不純物付着状況を調べて不純物挙動の基本データの補間を行った。（三菱重

工業株式会社） 

５０ＴＰＤ炉にて取得したデータを元に水蒸気添加を含めたガス化炉設計指針のとりまと

めを行った。（三菱パワー (株)） 

生成ガスの調査結果から不純物除去システムの性能評価等のＣＯ２回収型ＩＧＣＣシステム

全体検討および関連技術等の調査・検討を行った。 

 

２．２ 実績推移 

 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 

実績額推移    (百万円) 

   需給勘定 
５４８ ６８４ ２８５ 

特許出願件数（件） １ ０ ０ 

論文発表件数（報） ７ １４ １ 

その他外部発表（件） １６ ２ ２ 
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３．その他重要事項 

（１）運営・管理 

２０２０年度に前倒し事後評価を実施した。 
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５．研究開発体制 

 

 

 

                           

委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再委託 

  

  

 

三菱重工業㈱ 

・実施場所：総合研究所（長崎/高砂）、 

化学ﾌﾟﾗﾝﾄ・社会ｲﾝﾌﾗ事業部(横浜) 

・研究項目： 

①O2/CO2 ガス化実証と設計指針の確立 

（50TPD 炉ガス化試験） 

④セミクローズドサイクルにおけるガス精製システ

ムの構築 

⑤実スケール GT 燃焼器の性能解析 

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 青戸冬樹 研究開発責任者 

・所属(一財)電力中央研究所 

・役職名 首席研究員 

・氏名 牧野 尚夫  

指示・協議  

国立大学法人 九州大学 

・実施場所：先導物質化学研究所ほか（福岡） 

・研究項目：③炭種適合性評価ツールの構築(タール改質

／スート生成モデルの組込み、タール改質反応の解明、構

造の観点からのスラグ物性値予測式の高精度化など) 

国立大学法人 愛媛大学 

・実施場所:工学部機能材料工学科（松山） 

・研究項目：③炭種適合性評価ツールの構築(高温溶融ス

ラグ物性など構造データの予測式への反映など) 

学校法人 福岡大学 

・実施場所:工学部化学ｼｽﾃﾑ工学科(福岡) 

・研究項目： 

③炭種適合性評価ツールの構築(溶融スラグ排出性評価

ツールの改良) 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

・実施場所: 創エネルギー研究部門（つくば） 

・研究項目：②タール改質促進技術の開発 

国立大学法人名古屋大学 

・研究実施場所：大学院工学研究科（名古屋） 

・研究項目：③炭種適合性評価ツールの構築(タール改質

／スート生成モデルの構築)） 

公立大学法人 福岡女子大学   

・実施場所：国際文理学部 環境科学科(福岡) 

・研究項目：④セミクローズドサイクルにおけるガス精

製システムの構築 

(一財)電力中央研究所 

・実施場所：エネルギー技術研究所（横須賀） 

・研究項目： 

①O2/CO2 ガス化実証と設計指針の確立 

     （3TPD 炉ガス化試験） 

②水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証 

③炭種適合性評価ツールの構築 

（チャーガス化モデルの適用炭種拡大など） 

④セミクローズドサイクルにおけるガス精製システ

ムの構築 

⑤CO2 回収型 IGCC システム全体検討 

(関連調査を通じたプラント性能および発電コス

トの精査) （単一バーナ基礎燃焼試験） 

⑦水蒸気添加 IGCC のシステム検討 

 （実機システムの効率精緻化および発電コスト評

三菱ﾊﾟﾜｰ㈱ 

・実施場所：エンジニアリング本部（横浜） 

・研究項目：⑥ CO2 回収型 IGCC システム全体検討 

(諸検討結果の全体システムへの反映) 

 

再委託 
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研究開発項目⑥ 「カーボンリサイクル・次世代火力推進事業」  

 

１．背景及び目的･目標 

長期エネルギー需給見通しの基本方針は３Ｅ+Ｓ（安全性、安定供給、経済効率性、環境適合）

を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現するというものである。ここで、２０３

０年以降、中長期的に火力発電から排出されるＣＯ２を一層削減するには、次世代技術の普及

による更なる高効率化や再生可能エネルギーの利用拡大、並びにカーボンリサイクルの推進が

重要である。これらの推進を実現するには中長期的な研究開発も重要であるため、革新的技術

の先導研究や調査が必要となる。 

 

［最終目標（２０２４年度）］ 

火力発電技術分野において、ＣＯ２排出量低減、環境負荷低減及び国際競争力の強化を図

るために必要となる基礎的情報や最新情報の収集・解析及び将来における次世代火力の技術

開発や導入可能性について、関連技術の適応性、課題等の調査を行う。また、海外との協力

を通して、我が国の優れたＣＣＴの導入に向けた取組を行う。カーボンリサイクル分野にお

いて、先導研究や調査の成果を俯瞰して、関連技術の経済性や導入可能性、ＣＯ２削減効果に

関する基礎的情報や課題を整理する。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

最新の技術動向や社会情勢、社会ニーズに合わせ、国内外の火力発電技術分野における最

新技術の普及可能性及び技術開発動向等の調査や新規技術開発シーズ発掘のための、ＣＣＴ

関連やＣＣＳ関連の調査を実施した。ＧＣＣＳＩ（Ｇｌｏｂａｌ ＣＣＳ Ｉｎｓｔｉｔｕ

ｔｅ）に参画し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うとともに、国内関係者への情報提

供を行った。ＩＣＳＣ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｅｎｔｒｅ ｆｏｒ Ｓｕｓｔａｉｎ

ａｂｌｅ Ｃａｒｂｏｎ）及びＩＥＡ／ＦＢＣ（Ｆｕｌｄｉｚｅｄ Ｂｅｄ Ｃｏｍｂｕｓｔ

ｉｏｎ）といった各種協定に参画し、各国との技術情報交換・各種技術情報収集を行うとと

もに、最新動向等の技術動向を把握するため、現地調査、技術交流や情報・意見交換等を行

うとともに、国内関係者への情報提供を行った。カーボンリサイクルに関しては、要素技術

検討のための共通基盤技術開発（ＣＯ２還元、炭酸塩化等）や液体燃料製造技術に関する調査

事業を実施した。次世代火力発電における燃料の脱炭素化につながるブルーアンモニアの製

造技術に関する調査事業を実施した。 

 

２．２ 実績推移 

 ２０１８年度 ２０１７年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移(百万円) 

   需給勘定 
１７８ ６６６ ８９２ １，０１０ 

特許出願件数（件） ０ ０ ０ ７ 

論文発表件数（報） ０ ０ ０ １０ 

その他外部発表（件） ０ ０ ０ ２０ 

 

３．事業内容 

３．１ ２０２２年度事業内容 

最新の技術動向や社会情勢、社会ニーズに合わせ、国内外の火力発電技術分野における最

新技術の普及可能性及び技術開発動向等の調査や新規技術開発シーズ発掘のための、調査を

実施する。ＩＣＳＣ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｅｎｔｒｅ ｆｏｒ Ｓｕｓｔａｉｎａ
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ｂｌｅ Ｃａｒｂｏｎ）及びＩＥＡ／ＦＢＣ（Ｆｕｌｄｉｚｅｄ Ｂｅｄ Ｃｏｍｂｕｓｔｉ

ｏｎ）といった各種協定に参画し、各国との技術情報交換・各種技術情報収集を行うととも

に、最新動向等の技術動向を把握するため、現地調査、技術交流や情報・意見交換等を実施

する。国内関係者への情報提供を行う。また、低コスト高効率次世代火力発電システム実現

や次世代火力発電への燃料多様化のための先導研究など、２０５０年を見据えた調査および

先導研究を実施する。また、カーボンリサイクルに関しては、要素技術検討のための共通基

盤技術開発（ＣＯ２還元、炭酸塩化等）や産業間連携に向けた調査を進める。 

 

３．２ ２０２２年度事業規模 

    エネルギー対策特別会計    １，０４０百万円 （継続） 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．事業の実施方式 

４．１ 実施体制 

 

経済産業省 

 ↓ 運営費交付金 

ＮＥＤＯ 委託事業の公募・審査・採択 

↓ 委託 

委託事業者  

 

４．２ 公募 

（１）掲載する媒体 

 ＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

 公募開始前の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（３）公募時期 

 ２０２２年２月以降に行う。 

 

（４）公募期間 

 原則３０日間とする。 

 

（５）公募説明会 

 ＮＥＤＯにおいて開催する。 

 

４．３ 採択方法 

（１）審査方法 

 審査は、公募要領に合致する応募を対象に、事前書面審査を行い、必要に応じて外部

有識者による採択審査委員会及び契約・助成審査委員会を経て、採択の可否について決

定する。また、必要に応じて申請者に対してヒアリング等を実施する。 

 

（２）公募締切りから採択決定までの審査等の期間 
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 特段の事情がある場合を除き、公募締切りから原則４５日以内での採択決定を行う。 

 

（３）採択結果の通知・公表 

 採択者については、採択通知を行うとともに、原則として、ＮＥＤＯホームページ等

にて公表する。また、不採択者については、不採択理由を明記して不採択通知を行う。 

 

５．その他重要事項 

 ５．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、必要に応じて外部有識者等の意見

を適切に反映し、着実な運営を図る。 

  

５．２ 評価 

調査事業については内容に応じて研究開発項目①から⑤、⑦～⑪の中間評価、事後評価

の際に合わせて実施し、共通基盤技術開発については研究開発項目⑨の中間評価、事後評

価の際に合わせて評価を実施、先導研究については内容に応じて研究開発項目⑨、⑪の中

間評価、事後評価の際に合わせて評価を実施する。 

 

５．３ 複数年度契約の実施 

選定された委託事業者に対して、原則単年度、必要が認められるものについては、複数

年度の契約を行う。 

 

６．スケジュール 

本年度のスケジュール： ２０２２年２月以降  事業ごとに公募を実施。 
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７．事業実施体制図 

７．１ アンモニア混焼火力発電技術の先導研究/ 

液体アンモニア直接噴霧ガスタービンシステムの研究開発 

（２０１９-２０２０年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．２ アンモニア混焼火力発電技術の先導研究/ 

微粉炭ボイラにおけるマルチバーナ対応アンモニア混焼技術の研究開発 

（２０１９-２０２０年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．３ ＣＯ₂有効利用技術の先導研究（ＣＯ₂直接分解）」 

（２０１９-２０２０年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

株式会社 IHI 東北大学 産業技術総合研究所 

NEDO 

【委託先】 【委託先】 【委託先】 

株式会社 IHI 電力中央研究所 大阪大学 

NEDO 

【委託先】 【委託先】 【委託先】 

株式会社 JERA Woodside Energy Ltd. 丸紅株式会社 

【再委託先】 【再委託先】 【再委託先】 

大阪ガス株式会社 産業技術総合研究所 

NEDO 

【委託先】 【委託先】 
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７．４ カーボンリサイクル技術の共通基盤技術開発 （２０２０-２０２２年度） 

件    名 委託先（再委託先） 

ダイヤモンド電極を用いた石炭火力排ガス中

のＣＯ２からの基幹物質製造開発事業 

学校法人慶應義塾 

学校法人東京理科大学 

一般財団法人石炭フロンティア機構  

カルシウム含有廃棄物からのＣａ抽出および

ＣＯ２鉱物固定化技術の研究開発 

住友大阪セメント株式会社 

（株式会社アストム） 

国立大学法人山口大学 

国立大学法人九州大学 

ＣＯ２電解リバーシブル固体酸化物セルの開

発 

一般財団法人電力中央研究所 

国立大学法人東京工業大学 

石炭灰およびバイオマス灰等によるＣＯ２固

定・有効活用に関する要素技術開発 

一般財団法人電力中央研究所 

三菱重工業株式会社 

東洋建設株式会社 

（国立研究開発法人国立環境研究所） 

一般財団法人石炭フロンティア機構  

（株式会社福岡建設合材）  

高温溶融塩電解を利用したＣＯ２還元技術の 

研究開発 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

学校法人同志社 

ＣＯ２/Ｈ２Ｏ共電解技術の研究開発 東芝エネルギーシステムズ株式会社 

国立大学法人九州大学 

放電プラズマによるＣＯ２還元・分解反応の 

基盤研究開発 

国立大学法人東海国立大学機構 

澤藤電機株式会社 

川田工業株式会社 

二酸化炭素資源化のための中低温イオン液体

を用いた尿素電解合成の可能性調査 

一般財団法人電力中央研究所 

学校法人慶應義塾 

ＣＯ２の気相電解還元による炭化水素燃料の

直接合成可能な電極触媒の研究開発 

（２０２２年度開始） 

国立大学法人東京工業大学 

国立大学法人埼玉大学 

国立大学法人北海道大学 

海水と生体アミンを用いたＣＯ２鉱物化法の

研究開発（２０２２年度開始） 

 

学校法人北里研究所北里大学 

（国立研究開発法人産業技術総合研究所） 

（国立大学法人琉球大学） 

国立大学法人東京大学 

株式会社日本海水 

出光興産株式会社 

ＣＯ２からのアンモニアメタネーションの技

術開発（２０２２年度開始） 

日揮ホールディングス株式会社 

日揮グローバル株式会社 

国立大学法人広島大学 

ＣＯ２を活用したマリンバイオマス由来活性

炭転換技術の開発（２０２２年度開始） 

国立大学法人九州大学 

一般財団法人金属系材料研究開発センター 



 

53 

 

カーボンリサイクルＬＰガス合成技術の研究

開発（２０２２年度開始） 

一般社団法人日本グリーンＬＰガス推進協

議会 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

エヌ・イーケムキャット株式会社 

二元機能触媒を用いた高効率炭酸ガス回収・

メタン合成プロセスの研究開発 

（２０２２年度開始） 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

日立造船株式会社 

 

７．５ コンビナート等における産業間連携を活用したカーボンリサイクル事業の実現可能

性調査 

 

件    名 委託先（再委託先） 

千葉県五井地区産業間連携調査 

（２０２０-２０２２年度） 

横河電機株式会社 

（横河ソリューションサービス株式会社） 

千葉コンビナート産業間連携調査 

（２０２０-２０２１年度） 

出光興産株式会社 

出光エンジニアリング株式会社 

主要石油化学コンビナート産業間連携調査 

（２０２０-２０２２年度） 

石油コンビナート高度統合運営技術研究組

合 

一般財団法人石炭フロンティア機構 

苫小牧を拠点とする産業間連携調査 

（２０２０-２０２２年度） 

デロイト トーマツ コンサルティング合同

会社 

石油資源開発株式会社 

７．６ カーボンリサイクル事業化加速調査 

（２０２１年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．７ ブルーアンモニア調査 

（２０２１年度） 

 

（採択審査中） 

NEDO 

【委託先】 
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ＮＥＤＯ 

株式会社ＩＮＰＥＸ 

【委託先】
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研究開発項目⑦ 「次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発」 

   ［助成事業（助成率：１／２）］ 

１．背景及び目的･目標 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。７００℃以上の高温蒸気へ適用されるボイラ・ター

ビン適用材料開発については、長期高温環境下での使用を想定したクリープ試験を実施する等、

更なる信頼性の向上が必要である。本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力のリプ

レース及び熱効率向上需要に対応するため、高温材料信頼性向上及び保守技術開発を行う。 

 

 [中間目標（２０１９年度）] 

  長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充については、各種データの取得を行い、

２０２１年度末までの試験計画を策定する。 

表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）

精度向上等の保守技術については、技術確立の見通しを得る。 

 

［最終目標（２０２２年度）］ 

事業終了時において送電端熱効率 46%（高位発熱量基準）達成可能な商用プラントへ適用す

る長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充、表面処理技術開発等の高温材料信頼

性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（UT 検査）精度向上等の保守技術を確立する。 

 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

以下の実施項目を遂行した。大径管内圧クリープ試験については１回目試験体の調査を実施

し、また２回目の試験を開始した。短冊一軸クリープ試験については、２０２０年度に引き続

き実施して中止め検査を実施した。長時間クリープ試験については、短時間保持の試験を実施

した。 

 

（１）高温材料信頼性向上技術開発 

（ａ）高温長期材料試験（クリープ疲労評価等） 

（ｂ）材料データベース拡充 

 

２．２ 実績推移 

 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

実 績 額 推 移 

(百万円) 

需給勘定 

１５３ １５１ 
１５５ １４７ １０６ 

特 許 出 願 件 数

（件） 
０ 

１ ０ ０ ０ 

論 文 発 表 件 数

（報） 
２５ 

２２ １１ ６ ２ 

その他外部発表

（件） 
５ 

１ ５ ２ ３ 
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３．事業内容 

３．１ ２０２２年度事業内容 

一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文氏をプロジェクトリーダーとし、以下

の研究開発を実施する。 

 

（(株)ＩＨＩ） 

・２回目試験体について，試験開始後の中止め，または終了時にＩＨＩが開発したＵＴ探触

子を用いて超音波探傷による非破壊検査により損傷の有無を計測し，経時的な損傷形態の変

化の把握および評価を行う。 

・試験が終了した場合は，２回目試験体の切断片を使用して破断面の組織検査などの調査を行

う。 

 

（一般財団法人電力中央研究所） 

・７５０℃、予想破断時間５，０００時間となる条件で、２体目の試験体の内圧クリープ試

験を継続する。 

・２体目の試験体の中止め，または終了時に検査・計測を行う。 

 

（三菱重工業 (株)）※２０２１年１０月より三菱パワーは三菱重工業に統合 

 ・２回目試験について，試験開始後の中止め，または終了時に開発したＵＴ探触子を用いて  超

音波探傷による非破壊検査により損傷の有無を計測し、経時的な損傷形態の変化の把握および  

評価を行う。 

 ・試験が終了した場合は、２回目試験体の切断片を使用して破断面の組織検査などの調査を行う。 

 

３．２ ２０２２年度事業規模 

    エネルギー対策特別会計  ２７百万円 （継続） 

 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．その他重要事項 

（１）運営・管理 

本研究開発については、技術検討会等を設け外部有識者の意見を運営管理に反映させる。

また、他の事業との連携を図りながら、ユーザーおよび外部有識者等の意見を適切に反映し、

着実な運営を図る。情報発信および知財化についても、技術の流出防止と適宜知財化を適切

に助成先へ指導する。 

 

（２）継続事業に係る取扱いについて 

２０２２年度助成先：(株)ＩＨＩ、 

（一財）電力中央研究所、 

 三菱重工業 (株)  

※２０２１年１０月より三菱パワーは三菱重工業に統合 
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５．研究開発体制 

 

 
 

  

NEDO
ＰＭ：環境部 西里友志

福田雅文
(一社)高効率発電
システム研究所

東芝
エネルギーシステムズ㈱
1)(a), 1)(b), 2)(a)

㈱ＩＨＩ
1)(a), 1)(b)

日本製鉄㈱
1)(a), 1)(b)

(一財)電力中央研究所
1)(a)

(一財)発電設備
技術検査協会

2)(b)

富士電機㈱
1)(c)

三菱重工業㈱※２
０２１年１０月よ
り三菱パワーは三
菱重工業に統合
1)(a), 1)(b)

助成 
助成 

(国研)物質・材料研究機構 

1)(a)の委託研究 

三菱重工業㈱ 

1)(a), 1)(b)の委託研究 

【2020 年度まで】 

【2020 年度まで】 

※２０２１年１０月より

委託先の業務は助成先に

承継 

【2021 年度まで】 

【2021 年度まで】 
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役割分担 

１）高温材料信頼性向上技術開発 

（ａ）大径管内圧クリープ試験、短冊一軸クリープ試験、長時間クリープ疲労試験などのＮｉ基

材料を対象とした高温長期材料試験 

（ｂ）タービン用Ｎｉ基材料の劣化挙動・損傷評価、タービンロータ溶接部長時間健全性評価、

ボイラ配管・伝熱管材の補修寿命評価及び規格化・寿命評価データ構築を目的とした材料

データベース拡充 

（ｃ）タービン翼へ適用するＮｉ材料へ安価な高Ｃｒ鋼を適用するための表面改質技術開発 

２）保守技術開発 

（ａ）蒸気タービンロータ溶接部（Ｎｉ基/耐熱鋼）非破壊検査用として開発した非破壊検査

（フェーズドアレイＴＯＦＤ法）、精度向上及び適用箇所の拡大 

（ｂ）ボイラ用Ｎｉ基大径管などのＵＴ検査のシミュレーション技術開発 
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研究開発項目⑧ 「ＣＯ２有効利用拠点における技術開発」 

    

１．背景及び目的･目標 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源であるが、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が

比較的多い課題がある。このような石炭火力を中心とした産業部門から生成するＣＯ２を削減

するため、経済産業省において策定された「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１

９年６月策定、２０２１年７月改訂）において、ＣＯ２を資源として捉え、これを分離・回収

し、鉱物化や人工光合成、メタネーションによる素材や燃料への利用等とともに、大気中への

ＣＯ２排出を抑制していく方針が示された。 

２０１９年９月に開催されたカーボンリサイクル産学官国際会議において、経済産業省より、

カーボンリサイクル３Ｃイニシアティブ、すなわち、３つのＣのアクションとして、①相互交

流の推進（”Ｃ”ａｒａｖａｎ）、②実証研究拠点の整備（”Ｃ”ｅｎｔｅｒ ｏｆ Ｒｅｓｅａ

ｒｃｈ）、③国際共同研究の推進（”Ｃ”ｏｌｌａｂｏｒａｔｉｏｎ）に取り組むことが示さ

れた。 

カーボンリサイクル技術の開発を効率的に進めるためには、ＣＯ２の分離・回収が行われている

場所において、カーボンリサイクル技術開発を重点的に進める必要がある。 

 

［中間目標（２０２２年度）］ 

複数の企業や大学等が要素技術開発および実証試験等を行うための拠点化に向けた検討およ

び整備を行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発を行い、実現可能性を検討し、拠点候

補地で行うべき事業を選定する。 

 

［中間目標（２０２５年）］ 

  当該拠点化に向けた追加整備を必要に応じて行う。また、ＣＯ₂有効利用に係る要素技術開

発や実証試験を行い、実施済の要素技術開発等についてＣＯ₂有効利用技術の経済性、ＣＯ₂削

減効果等を評価する。 

 

［最終目標（２０２４年度）］ 

ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発や実証試験を行い、２０２６年度まで実施した要素技術

開発等についてＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ₂削減効果等を評価する。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

  １）ＣＯ２有効利用拠点化推進事業 

基礎研究棟、共用棟等の設計を行い、建設工事に着手した。また、ＣＯ２供給設備、用

水設備、排水設備、海水取水設備、受配電設備等の機器製作及び設置工事を実施した。 

 

 ２）研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業 

ａ）実証試験 

ＣＯ２有効利用技術について要素技術開発を行うとともに、研究拠点で実施する実用 

化研究のための準備を行った。 

ｂ）要素技術開発 

複数の企業や大学等がＣＯ２有効利用技術に係る要素技術開発を実施するための検討 

を行い、研究拠点で行うべき事業を選定した。 
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２．２ 実績推移 

 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移 （百万

円） 

需給勘定 

５０１ ３，５４４ 

特許出願件数（件） ０ ０ 

論文発表件数（報） ０ ０ 

その他外部発表（件） ０ ０ 

 

３．事業内容 

 ３．１ ２０２２年度事業内容 

１）ＣＯ２有効利用拠点化推進事業 

 

基礎研究棟、共用棟、さらにＣＯ２供給設備や各種ユーティリティ設備等、研究拠点エ 

リア内の工事を完了し、研究拠点の運営業務を開始する。 

２）研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業 

ａ）実証試験 

研究拠点で実施する実用化研究や実証研究に着手する。 

ｂ）要素技術開発 

研究拠点で実施するＣＯ２有効利用に係る要素技術開発に着手する。 

 

２．２ ２０２２年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給）２，１７１百万円 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．事業の実施方式 

４．１ 実施体制 

１）ＣＯ２有効利用拠点化推進事業 

・大崎上島における研究拠点整備・設備保守 

  

          委託 

 

 

 

 

・基礎研究整備・研究支援の最適化検討と実施 

 

        委託 

 

 

 

  

NEDO 
PM：環境部 戸島正剛 

大崎クールジェン 
株式会社 

NEDO 
PM：環境部 戸島正剛 

一般財団法人 
石炭エネルギーセンター 
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２）研究拠点におけるＣＯ２有効利用技術開発・実証事業 

・ＣＯ２有効利用コンクリートの研究開発 

 

 

 

 

 

      委託 

 

 

 

 

 

 

・カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発 

 

 

     委託 

 

 

 

 

・Ｇａｓ－ｔｏ－Ｌｉｐｉｄｓバイオプロセスの開発 

 

 

     委託 

 

 

 

   ※その他公募・採択後に記載 

 

 

４．２ 公募 

（１）掲載する媒体 

 ＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

 公募開始前の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（３）公募時期 

 ２０２２年８月頃に行う。 

※時期は予定であり変動することがある。 

 

（４）公募期間 

 原則３０日間とする。 

NEDO 
PM：環境部 戸島正剛 

中国電力株式会社 

鹿島建設株式会社 

三菱商事株式会社 

NEDO 
PM：環境部 戸島正剛 

国立大学法人広島大学 

中国電力株式会社 

NEDO 
PM：環境部 戸島正剛 

川崎重工業株式会社 

国立大学法人大阪大学 

長瀬産業株式会社 
共同実施 



 

62 

 

（５）公募説明会 

 ＮＥＤＯにおいて開催する。 

 

４．３ 採択方法 

（１）審査方法 

 審査は、公募要領に合致する応募を対象に、事前書面審査を行い、必要に応じて外部

有識者による採択審査委員会及び契約・助成審査委員会を経て、採択の可否について決

定する。また、必要に応じて申請者に対してヒアリング等を実施する。 

 

（２）公募締切りから採択決定までの審査等の期間 

 特段の事情がある場合を除き、公募締切りから原則４５日以内での採択決定を行う。 

 

（３）採択結果の通知・公表 

 採択者については、採択通知を行うとともに、原則として、ＮＥＤＯホームページ等

にて公表する。また、不採択者については、不採択理由を明記して不採択通知を行う。 

 

５．その他重要事項 

５．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、必要に応じて外部有識者等の意見

を適切に反映し、着実な運営を図る。 

 

５．２ 複数年度契約の実施 

選定された事業者に対して、複数年度の契約を行う。 

 

６．スケジュール 

本年度のスケジュール： ２０２２年８月頃 公募を実施。 

※時期は予定であり変動することがある。 
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研究開発項目⑨ 「ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発」 

１）化学品へのＣＯ２利用技術開発 

 

１．背景及び目的･目標 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利用

するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられてい

る。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、

２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメン

ト、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製

品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年

６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカー

ボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置

づけられた。 

 化学品へのＣＯ２利用技術については、既存の化石燃料由来化学品に代替可能でありＣＯ２

削減・ＣＯ２固定化に繋がること、高付加価値品製造に利用可能であること、新規技術導入に

よる効率向上やコスト低減の可能性があること等から、カーボンリサイクル技術として実現へ

の期待は大きい。一方で、現状では基礎研究レベルに留まる研究も多く、今後重点的に技術開

発に取り組むべき分野である。 

 

［中間目標（２０２２年）］ 

  ＣＯ２を原料とした化学品合成の各技術について、要素技術開発および全体システムの構築

を行う。 

 

[中間目標（２０２５年度）] 

 ＣＯ２を原料とした化学品合成の各技術について技術開発もしくは実証研究を実施し、全体シ

ステムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および経済性評価を実施する。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、化学品に関するカー

ボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

ＣＯ２を原料とするパラキシレン合成のための触媒等の要素技術開発を実施した。また

ＣＯ２を用いたメタノール合成における最適システム開発ならびにＣＯ２を原料とした直

接合成反応による低級オレフィン製造技術の研究開発に着手した。 
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２．２ 実績推移 

 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移  

（百万円） 

需給勘定 

１３７ １，１７７ 

特許出願件数（件） ０ ４ 

論文発表件数（報） ４ ４ 

その他外部発表（件） ８ ６ 

 

３．事業内容 

３．１ ２０２２年度事業内容 

ＣＯ２を原料とした化学品の合成において、ＣＯ２と水素あるいは合成ガスから一段で直

接オレフィンを合成する技術や、ＣＯ２と水素あるいは合成ガスからＢＴＸ（ベンゼン・

トルエン・キシレン）等を製造する技術の開発、ＣＯ２分離回収技術とメタノール合成技

術とを一体化させたシステムの技術の開発等が必要である。これらについて高効率な製造

技術の開発や、全体システムの最適化を行い、適用条件の明確化や事業性の検討を行う。 

 

３．２ ２０２２年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給）８７５百万円 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．事業の実施方式 

４．１ 実施体制 

 ＣＯ２を原料としたパラキシレン製造に関する技術開発 

 

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

国立大学法人 富山大学 

日本製鉄株式会社 

日鉄エンジニアリング株式会社 

ハイケム株式会社 

千代田化工建設株式会社 

三菱商事株式会社 
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・ＣＯ２を用いたメタノール合成における最適システム開発 

 

 

 

・ＣＯ２を原料とした直接合成反応による低級オレフィン製造技術の研究開発 

 

 

 

 

 

４．２ 公募 

（１）掲載する媒体 

 ＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

 公募開始前の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（３）公募時期 

 ２０２２年３月以降に行う。 

 

（４）公募期間 

 原則３０日間とする。 

 

（５）公募説明会 

 ＮＥＤＯにおいて開催する。 

 

４．３ 採択方法 

（１）審査方法 

 審査は、公募要領に合致する応募を対象に、事前書面審査を行い、必要に応じて外部

有識者による採択審査委員会及び契約・助成審査委員会を経て、採択の可否について決

定する。また、必要に応じて申請者に対してヒアリング等を実施する。 

 

（２）公募締切りから採択決定までの審査等の期間 

 特段の事情がある場合を除き、公募締切りから原則４５日以内での採択決定を行う。 

 

（３）採択結果の通知・公表 

 採択者については、採択通知を行うとともに、原則として、ＮＥＤＯホームページ等

にて公表する。また、不採択者については、不採択理由を明記して不採択通知を行う。 

 

  

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

JFE スチール株式会社 

公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

株式会社 IHI 
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５．その他重要事項 

５．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、必要に応じて外部有識者等の意見

を適切に反映し、着実な運営を図る。 

 

５．２ 複数年度契約の実施 

選定された事業者に対して、複数年度の契約を行う。 

 

６．スケジュール 

本年度のスケジュール： ２０２２年３月以降 公募を実施。 
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研究開発項目⑨ 「ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発」 

２）液体燃料へのＣＯ２利用技術開発 

 

１．背景及び目的･目標 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利

用するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられて

いる。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、

２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメン

ト、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製

品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年

６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカー

ボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置

づけられた。 

 ＣＯ２由来の液体燃料については、既存の石油サプライチェーンを活用でき液体燃料の低炭

素化を促進する技術であることから、カーボンリサイクル技術としての実現への期待は大きい。

一方で、現状では生産効率やコストなどの面で課題が大きいことから、普及に向けて技術開発

に取り組む必要がある。 

 

［中間目標（２０２２年）］ 

  ＣＯ２を原料とした液体燃料合成の各技術について、要素技術開発および全体システムの構

築を行う。 

 

［中間目標（２０２５年度）］ 

 ＣＯ２を原料とした液体燃料合成の各技術について技術開発もしくは実証研究を実施し、全体

システムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削減効果および経済性評価を実施する。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、液体燃料に関する

カーボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。 

 

 

２．実施内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

液体燃料（微細藻類由来のバイオ燃料を除く）製造に関するＦＴ合成やその他合成反応など

製造プロセスの改善、最適化検討などに着手した。 

 

２．２ 実績推移 

 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移  

（百万円） 

需給勘定 

１２ １，４６９ 

特許出願件数（件） ０ ２ 

論文発表件数（報） ０ ０ 

その他外部発表（件） ０ ９ 
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３．事業内容 

３．１ ２０２２年度事業内容 

ＣＯ２からの化学品製造の実現、炭化水素製造に最も親和性が高いと考えられる FT 

（Fischer-Tropsch）合成技術あるいはその他の合成技術との組合せによる液体燃料 

一貫製造プロセスの構築と最適化、将来に向けたスケールアップを実施するための検討を行う。 

３．２ ２０２１年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給）１，１８３百万円 

事業規模については、変動があり得る。 
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４．事業の実施方式 

４．１ 実施体制 

 

NEDO PM：環境部 荒川 純 
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４．２ 公募 

（１）掲載する媒体 

 ＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

 公募開始前の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（３）公募時期 

 ２０２２年３月以降に行う。 

 

（４）公募期間 

 原則３０日間とする。 

 

（５）公募説明会 

 ＮＥＤＯにおいて開催する。 

 

４．３ 採択方法 

（１）審査方法 

 審査は、公募要領に合致する応募を対象に、事前書面審査を行い、必要に応じて外部

有識者による採択審査委員会及び契約・助成審査委員会を経て、採択の可否について決

定する。また、必要に応じて申請者に対してヒアリング等を実施する。 

 

（２）公募締切りから採択決定までの審査等の期間 

 特段の事情がある場合を除き、公募締切りから原則４５日以内での採択決定を行う。 

 

（３）採択結果の通知・公表 

 採択者については、採択通知を行うとともに、原則として、ＮＥＤＯホームページ等

にて公表する。また、不採択者については、不採択理由を明記して不採択通知を行う。 

 

５．その他重要事項 

５．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、必要に応じて外部有識者等の意見

を適切に反映し、着実な運営を図る。 

 

５．２ 複数年度契約の実施 

選定された事業者に対して、複数年度の契約を行う。 

 

６．スケジュール 

本年度のスケジュール： ２０２２年３月以降 公募を実施。 

  



 

71 

 

研究開発項目⑨ 「ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発」 

３）コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ２利用技術開発 

 

１．背景及び目的･目標 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利用

するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられてい

る。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、２

０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメント、

炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製品の、

コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年６月に

策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカーボンリ

サイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置づけら

れた。 コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへのＣＯ２利用については、Ｃ

Ｏ２固定化ポテンシャルが高いこと、生成物が安定していること、土壌改質などへの適用も見

込めることなどから、カーボンリサイクル技術としての実現への期待は大きく、早期の社会実

装が望まれる分野である。 

 

［中間目標（２０２２年）］ 

  コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへの各ＣＯ２利用技術について、要素技

術開発および全体システムの構築を行う。 

 

[中間目標（２０２５年度）] 

 コンクリート、セメント、炭酸塩、炭素、炭化物などへの各ＣＯ２利用技術について技術開

発もしくは実証研究を実施し、全体システムを最適化するとともに、プロセス全体のＣＯ２削

減効果および経済性評価を実施する。 

 

[最終目標（２０２６年度）] 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、コンクリート、セ

メント、炭酸塩、炭素、炭化物などに関するカーボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

廃コンクリート、石炭灰等の産業副産物、海水（かん水）等からの有効成分の分離や微粉化等の

前処理の省エネ化などの要素技術の開発を実施した。また、製鋼スラグ中 Ca の溶媒抽出を用い

たＣＯ２固定化プロセスの技術開発、製鋼スラグの高速多量炭酸化による革新的ＣＯ２固定技術

の研究開発、ＣＯ２の化学的分解による炭素材料製造技術開発に着手した。 

 

２．２ 実績推移 

 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移  

（百万円） 

需給勘定 

５３０ １，０３４ 

特許出願件数（件） ０ １ 

論文発表件数（報） ０ １ 

その他外部発表（件） ２ ７ 
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３．事業内容 

３．１ ２０２２年度事業内容 

鉄鋼スラグ、廃コンクリート、石炭灰等の産業副産物、廃鉱物、海水（かん水）等から

の有効成分（ＣａやＭｇの化合物）の分離や微粉化等の前処理の省エネ化、湿式プロセス

における省エネ化、安価な骨材や混和材等の開発および炭素・炭化物の生成技術などの

要素技術を開発する。また、ＣＯ２発生源から製造・供給までの一貫システム構築・プロ

セスの最適化、用途拡大と経済性の検討を行い事業性について検討する。 

 

３．２ ２０２２年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給）７５０百万円 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．事業の実施方式 

４．１ 実施体制 

・微細ミスト技術によるＣＯ２回収技術及び炭酸塩生成技術の研究開発 

（２０２０-２０２１年度） 

 

 

 

・マイクロ波による ＣＯ２吸収焼結体の研究開発（ＣＯ２－ＴｒｉＣＯＭ） 

 

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

双日株式会社 

株式会社トクヤマ 

ナノミストテクノロジーズ株式会社 

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

中国電力株式会社 

国立大学法人広島大学 

中国高圧コンクリート工業株式会社 

再委託 
国立大学法人 東京工業大学 

再委託 
学校法人 中部大学 

委託 

委託 
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・海水および廃かん水を用いた有価物併産ＣＯ２固定化技術の研究開発 

 

 

・産業廃棄物中カルシウム等を用いた加速炭酸塩化プロセス研究開発 

 

 

 

・セメント系廃材を活用したＣＯ２固定プロセス及び副産物の建設分野への利用技術の研究 

 

 

 

 

 

 

 

  

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

学校法人早稲田大学 

日揮グローバル株式会社 

株式会社ササクラ 

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

出光興産株式会社 

宇部興産株式会社 

日揮ホールディングス株式会社 

日揮株式会社 

国立大学法人東北大学 

学校法人成蹊学園成蹊大学 

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

株式会社竹中工務店 

委託 

委託 

委託 
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・製鋼スラグ中 Ca の溶媒抽出を用いたＣＯ２固定化プロセスの技術開発 

 

 

 

 

・二酸化炭素の化学的分解による炭素材料製造技術開発  

 

 

・製鋼スラグの高速多量炭酸化による革新的ＣＯ２固定技術の研究開発 

 

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

株式会社神戸製鋼所 

株式会社神鋼環境ソリューション 

学校法人早稲田大学 

国立大学法人東北大学 

学校法人日本大学 

学校法人東京農業大学 
再委託 

再委託 

再委託 

再委託 

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

三菱マテリアル株式会社 

国立大学法人群馬大学 

国立大学法人岡山大学 

国立大学法人東京工業大学 

再委託 

再委託 

再委託 

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

JFE スチール株式会社 

国立大学法人愛媛大学 
共同実施 

委託 

委託 

委託 



 

75 

 

４．２ 公募 

（１）掲載する媒体 

 ＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

 公募開始前の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（３）公募時期 

 ２０２２年３月以降に行う。 

 

（４）公募期間 

 原則３０日間とする。 

 

（５）公募説明会 

 ＮＥＤＯにおいて開催する。 

 

４．３ 採択方法 

（１）審査方法 

 審査は、公募要領に合致する応募を対象に、事前書面審査を行い、必要に応じて外部

有識者による採択審査委員会及び契約・助成審査委員会を経て、採択の可否について決

定する。また、必要に応じて申請者に対してヒアリング等を実施する。 

 

（２）公募締切りから採択決定までの審査等の期間 

 特段の事情がある場合を除き、公募締切りから原則４５日以内での採択決定を行う。 

 

（３）採択結果の通知・公表 

 採択者については、採択通知を行うとともに、原則として、ＮＥＤＯホームページ等

にて公表する。また、不採択者については、不採択理由を明記して不採択通知を行う。 

 

５．その他重要事項 

５．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、必要に応じて外部有識者等の意見

を適切に反映し、着実な運営を図る。 

 

５．２ 複数年度契約の実施 

選定された事業者に対して、複数年度の契約を行う。 

 

６．スケジュール 

本年度のスケジュール： ２０２２年３月以降 公募を実施。 
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研究開発項目⑨ 「ＣＯ２排出削減・有効利用実用化技術開発」 

４）気体燃料へのＣＯ２利用技術開発 

 

１．背景及び目的･目標 

火力発電や各種工場で排出される二酸化炭素（ＣＯ２）を資源として捉え、回収し、有効利

用するカーボンリサイクル技術の開発は、気候変動対策の一つとして重要なものと考えられて

いる。経済産業省が策定した「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（２０１９年６月策定、

２０２１年７月改訂）では、化学品や燃料（液体や気体燃料）、鉱物（コンクリート、セメン

ト、炭酸塩、炭素、炭化物など）などの分野を中心に、カーボンリサイクル技術を活用した製

品の、コスト低減や用途拡大に向けた技術開発を進める方向性が示された。また、２０２１年

６月に策定された「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」においてカー

ボンリサイクル技術は、カーボンニュートラル社会を実現するためのキーテクノロジーに位置

づけられた。 

 気体燃料へのＣＯ２利用技術については、既存の化石燃料を代替可能であり既存燃料市場へ

適応した場合、大規模なＣＯ２削減を実現する可能性を持つことや、既存のインフラを活用可

能な点から技術確立後のＣＯ２削減効果の波及のしやすさが大きく期待される等、カーボンリ

サイクル技術として実現への期待は大きい。一方で、現状では基礎研究レベルに留まる研究も

多く、今後重点的に技術開発に取り組むべき分野である。 

 

［中間目標（２０２３年）］ 

  ＣＯ２を原料とした気体燃料製造の各技術について、要素技術開発および全体システムの構

築を行う。 

 

［最終目標（２０２６年度）］ 

  ＣＯ２の排出源や製品の用途等に応じた適用技術の成果の整理を行い、気体燃料に関する

カーボンリサイクル技術の実用化の見通しを得る。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

大規模なＣＯ２-メタネーションシステムを用いた導管注入の実用化技術開発に着手した。 

 

２．２ 実績推移 

 ２０２１年度 

実績額推移 （百万円） 

需給勘定 

９８ 

特許出願件数（件） ０ 

論文発表件数（報） ０ 

その他外部発表（件） ０ 

 

３．事業内容 

 ３．１ ２０２２年度事業内容 

ＣＯ２を原料とした気体燃料製造技術においては、触媒長寿命化や活性マネジメント、熱マネ

ジメント、スケールアップ検討、電解技術等を活用した基盤技術等の開発が必要である。これ

らについて高効率な製造技術の開発や全体システムの最適化、またそれらを通じた低コスト化

検討等を行う。 
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３．２ ２０２２年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給）１，１６６百万円 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．事業の実施方式 

４．１ 実施体制 

 

・大規模なＣＯ２-メタネーションシステムを用いた導管注入の実用化技術開発 

 

 

 

 

 

４．２ 公募 

（１）掲載する媒体 

 ＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

 公募開始前の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（３）公募時期 

 ２０２２年３月以降に行う。 

 

（４）公募期間 

 原則３０日間とする。 

 

（５）公募説明会 

 ＮＥＤＯにおいて開催する。 

 

４．３ 採択方法 

（１）審査方法 

 審査は、公募要領に合致する応募を対象に、事前書面審査を行い、必要に応じて外部

有識者による採択審査委員会及び契約・助成審査委員会を経て、採択の可否について決

定する。また、必要に応じて申請者に対してヒアリング等を実施する。 

 

（２）公募締切りから採択決定までの審査等の期間 

 特段の事情がある場合を除き、公募締切りから原則４５日以内での採択決定を行う。 

 

（３）採択結果の通知・公表 

 採択者については、採択通知を行うとともに、原則として、ＮＥＤＯホームページ等

NEDO 
PM：環境部 荒川 純 

株式会社 INPEX 

大阪ガス株式会社 

国立大学法人  東海国立大学

機構 名古屋大学 

委託 

委託 

助成 
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にて公表する。また、不採択者については、不採択理由を明記して不採択通知を行う。 

 

５．その他重要事項 

５．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、必要に応じて外部有識者等の意見

を適切に反映し、着実な運営を図る。 

 

５．２ 複数年度契約の実施 

選定された事業者に対して、複数年度の契約を行う。 

 

６．スケジュール 

本年度のスケジュール： ２０２２年３月以降 公募を実施。 
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研究開発項目⑩ 石炭利用環境対策事業（Ｐ１６００３） 

 

１．背景及び目的・目標 

石炭利用に伴って発生するＣＯ２、ＳＯｘ、ＮＯｘ、ばいじん等への対応や石炭灰、スラグの

有効利用方策を確立することが大きな課題である。そこで石炭灰の有効利用率の向上など、石

炭の有効利用技術の確立の見通しを得る。 

本事業では、石炭利用の環境対策に関し、以下の調査及び技術開発を実施する。 

 

１）石炭利用環境対策推進事業（委託） 

  [中間目標（２０１９年度）] 

石炭利用環境対策に関わる調査、コールバンクの拡充及び石炭等の発熱性を把握する

ことにより、石炭の有効利用技術の確立に向けた知見を得る。 

石炭等の燃焼灰の有効利用、及び削減に寄与する技術の確立に向けた知見を得る。 

また、新たな石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品としての規格化

の見通しを得る。 

石炭の有効利用に資する国内石炭灰排出量・利用量等の共通基盤データをとりまとめ

る。 

［中間目標（２０２２年度）］ 

     石炭等の発熱性を把握すると共に、石炭管理の指針に資する知見を得る。石炭等の燃

焼灰の有効利用、削減及び用途拡大に寄与する技術の確立に向けた知見を得る。 

［最終目標（２０２５年度）］ 

石炭利用環境対策に関わる調査、コールバンクの拡充及び石炭等の発熱性に係る評価

手法を確立することにより、石炭の有効利用技術確立の見通しを得る。 

石炭等の燃焼灰の有効利用、及び削減及び用途拡大に寄与する技術確立の見通しを得

る。 

また、新たな石炭ガス化溶融スラグ有効利用技術を開発し、工業製品としての規格化

の見通しを得る。 

石炭の有効利用に資する国内石炭灰排出量・利用量等の共通基盤データをとりまとめ

る。 

 

２）石炭利用技術開発（助成２／３） 

[中間目標（２０１９年度）] 

石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないフライアッシュコンク

リート製造技術を確立し、製品化に向けた用途を提案する。 

［中間目標（２０２２年度）］ 

     石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないコンクリート製造技術

を確立、製品性能の見通しを得る。また、石炭ガス化溶融スラグを使用したコンクリー

トの信頼性・性能を示し、また設計・施工指針を作成するための知見を得る。 

［最終目標（２０２５年度）］ 

石炭等の燃焼灰の利用拡大技術として、セメントを使用しないフライアッシュコンク

リート製造技術を確立し、製品化に向けた用途を提案する。加えて、石炭ガス化溶融ス

ラグを使用したコンクリートの信頼性・性能を示し、設計・施行指針を作成する見通し

を得る。 
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２．実施内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０２１年度事業内容 

１）石炭利用環境対策推進事業（委託） 

石炭中灰分の粉砕・分級による分離・除去技術の開発、脱灰炭の燃焼特性評価・用途拡

大の検討、石炭一貫利用システムの検討を継続中。 

湿炭を選定し、自然発熱性を測定・評価、また原炭の基本性状、石炭構造の分析を行っ

た。 

浅海域における石炭灰利活用で、藻場、アサリ漁場の適地選定等の検討を継続中。 

 

２）石炭利用技術開発（助成２／３） 

石炭ガス化溶融スラグを利用したコンクリート構造物を製造し、強度、組成、耐久性など

に関する評価試験を実施中。 

 

２．２ 実績推移 

 
２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 

委託 助成 委託 助成 委託 助成 委託 助成 

実績額推移 (百万円) １７３ ２０ ４５ ０ ５ １５ １３５ ５２ 

①一般会計 － － － － － － - - 

②特別会計(需給) 当初 １７３ ２０ ４５ ０ ５ １５ １３５ ５２ 

(需給) 補正 － － － － － － - - 

計 １７３ ２０ ４５ ０ ５ １５ １３５ ５２ 

 

３．事業内容 

３．１ ２０２２年度事業内容 

  １）石炭利用環境対策推進事業 

石炭の自然発熱性については、実貯炭場に近い雰囲気での自然発熱性、石炭の構造変化、

水分挙動の現象解明を行う。 

石炭灰の削減、有効利用を目的とした脱灰手法を検討し、石炭高品位化技術の確立を行

う。 

石炭等の燃焼灰利用及び削減に係わる技術開発及び石炭利用時に問題となる自然発熱等

の環境影響の低減に係わる技術開発を行う。 

 

２）石炭利用技術開発 

石炭ガス化溶融スラグを利用したコンクリート構造物を製造し、強度、組成、耐久性など

に関する評価試験を実施し、信頼性・性能の確認を行う。また、コンクリートを使用する

際のガイドラインとなる利用指針の確立を行う。 

石炭灰を利用したセメント不使用コンクリートの製造方法の検討を実施する。 

 

３．２ ２０２２年度事業規模 

１）石炭利用環境対策推進事業（委託）：需給勘定 ３８３百万円 

２）石炭利用技術開発（２／３助成） ：需給勘定 ６９百万円 

なお、事業規模については、変動はあり得る。 
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４. 事業の実施方法 

４．１ 実施体制 

１）石炭利用環境対策推進事業実施体制図 

・石炭自然発熱影響因子評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・石炭灰有効利用及び削減のための技術開発 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・石炭灰高度利用に向けた新たな石炭高品位化技術開発 

    

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立大学法人 
群馬大学 

NEDO 
PM：環境部 西海直彦 

一般財団法人 
電力中央研究所 

日鉄エンジニアリング 
株式会社 

委託 

国立研究開発法人  
産業技術総合研究所 

委託 NEDO 

PM：環境部 菅本比呂志 

一般財団法人 

電力中央研究所 

新日鉄住金株式会社 

NEDO 

PM：環境部 菅本比呂志 

一般財団法人 

石炭エネルギーセンター 

一般財団法人 

電力中央研究所 

株式会社 

福島エコクリート 

委託 

NEDO 

PM：環境部 菅本比呂志 
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・浅海域における石炭灰の利活用促進に向けた環境配慮型技術の開発 

     

 

 

   ・石炭の低温反応機構解明とそれに基づく自然発熱抑制技術開発 

 

 

   ・石炭灰を主原料とした新規なリサイクル連続長繊維の応用研究 

 



 

83 

 

２）石炭利用技術開発実施体制図 

・石炭ガス化溶融スラグの信頼性確認 

 

 

・石炭灰によるセメントレスコンクリート技術の実用化開発 

 

 
  

NEDO 

PM：環境部 菅本比呂志 

助成 
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 ４．２ 公募 

（１）掲載する媒体 

 ＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

 公募開始前の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（３）公募時期 

 ２０２２年３月以降に行う。 

 

（４）公募期間 

 原則３０日間とする。 

 

（５）公募説明会 

 ＮＥＤＯにおいて開催する。 

 

４．３ 採択方法 

（１）審査方法  

 審査は、公募要領に合致する応募を対象に、事前書面審査を行い、必要に応じて外部

有識者による採択審査委員会及び契約・助成審査委員会を経て、採択の可否について決

定する。また、必要に応じて申請者に対してヒアリング等を実施する。 

 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

 特段の事情がある場合を除き、公募締切から原則４５日以内での採択決定を行う。 

 

（３）採択結果の通知・公表 

 採択者については、採択通知を行うとともに、原則として、ＮＥＤＯホームページ等  

にて公表する。また、不採択者については、不採択理由を明記して不採択通知を行う 

 

５．その他重要事項 

５．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、ユーザーおよび外部有識者等の意見

を適切に反映し、着実な運営を図る。 

 

５．２ 複数年度契約の実施 

選定された事業者に対して、複数年度の契約を行う。 

 

 ５．３ 知財マネジメントに係る運用 

   研究開発項目⑩のうち１）については、知財マネジメント適用対象プロジェクトとする。 

 

６．スケジュール 

本年度のスケジュール：２０２２年３月以降に公募を実施。 

※時期は予定であり、他プロジェクトの進捗状況を勘案して変動することがある。 
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研究開発項目⑪ 「アンモニア混焼火力発電技術研究開発・実証事業」 

 

１．背景及び目的･目標 

２０１８年７月「第５次エネルギー基本計画」では、石炭は、経済性、供給安定性に優れた

重要なエネルギー資源であり、重要なベースロード電源と位置付けられている。また、既存の

インフラを有効利用した脱炭素化のための技術開発として、アンモニアを燃料として直接利用

する技術開発が挙げられている。また、２０２１年１０月「第６次エネルギー基本計画」では、

アンモニアを燃料とした発電は燃焼時にＣＯ２を排出せず、カーボンニュートラル実現に向け

た電源の脱炭素化を進める上で有力な選択肢の一つと位置付けられている。 

ＣＯ２フリーアンモニアは、水素を輸送・貯蔵できるエネルギーキャリアとして、火力発電の

燃料として直接利用が可能であり、燃焼時にはＣＯ２を排出しない燃料として、温室効果ガス

の排出量削減に大きな利点がある。 

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用は、２０３０年以降、中長期的に火力発

電から排出されるＣＯ２を一層削減し、アンモニアをはじめとする水素エネルギーの社会実装

に繋がる技術開発である。 

 

［中間目標（２０２３年）］ 

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術の見通しを得る。 

 

［最終目標（２０２４年度）］ 

火力発電等におけるアンモニアの燃料としての利用技術を確立する。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０２１年度事業内容 

１）１００万ｋＷ級石炭火力におけるアンモニア２０％混焼の実証研究 

１００万ｋＷ級商用石炭火発電設備でのアンモニア混焼バーナによるアンモニア２０％

混焼の実証研究に着手した。 

 

２）ＣＯ２フリーアンモニア燃料火力発電所での利用拡大に向けた研究開発 

  既設の石炭火発電設備へのアンモニアバーナの導入による混焼技術開発及び火力発電所

へのＣＯ２フリー燃料アンモニアの初期導入に向けた調査研究に着手した。 

 

２．２ 実績推移 

 ２０２１年度 

実績額推移 （百万円） 

需給勘定 

５５９ 

特許出願件数（件） ０ 

論文発表件数（報） ０ 

その他外部発表（件） ８ 

 

３．事業内容 

 ３．１ ２０２２年度事業内容 

１）１００万ｋＷ級石炭火力におけるアンモニア２０％混焼の実証研究 

アンモニア２０％混焼微粉炭バーナの設計・製作、アンモニア供給設備の設計・建設を実

施する。 
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２）ＣＯ２フリーアンモニア燃料火力発電所での利用拡大に向けた研究開発 

アンモニア最適混焼方法の検討、数値解析によるアンモニア混焼率拡大時の燃料特性評

価、燃料アンモニアの火力発電所利用に係るリスクマネジメント検討、火力発電所へのＣＯ

２フリー燃料アンモニアの初期導入に向けた調査研究を実施する。 

 

３．２ ２０２２年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給）１，６８６百万円 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．事業の実施方式 

１）１００万ｋＷ級石炭火力におけるアンモニア２０％混焼の実証研究 

 

２）ＣＯ２フリーアンモニア燃料火力発電所での利用拡大に向けた研究開発 

  

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 園山希 
株式会社ＪＥＲＡ 

株式会社ＩＨＩ 

助成 

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 園山希 
電源開発株式会社 

中外炉工業株式会社 

一般財団法人電力中央研究所 

国立大学法人九州大学 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

国立大学法人大阪大学 

再委託 

委託
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研究開発項目⑫ 「ＣＯ２分離回収技術の研究開発」 

１）先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発【２０１９年度終了】 

※「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」において実施。 

 

１．背景及び目的･目標 

ＣＯ２の分離・回収技術の一つである化学吸収法のうち、高効率な回収が可能な「アミンを

固体に担持した固体吸収材」について、燃焼排ガスを対象としたプラント試験設備を用いた

実用化研究を行う。 

 

［最終目標（２０１９年度）］ 

ＣＯ２分離・回収エネルギーを１．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２を達成する固体吸収材・システム

を開発する。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０１９年度実施内容及び進捗状況 

・ 高効率ＣＯ２回収システム開発として、２０１８年度成果をもとに改良して製造した固体

吸収材について、ラボスケール固定層システムを用いたＣＯ２回収試験を実施した。また、

ベンチスケール移動層試験装置の機器の簡素化により、ＣＯ２分離回収エネルギー１．５

ＧＪ／ｔ－ＣＯ２を実証した。 

・ 固体吸収材の材料最適化と製造技術開発として、高性能化とコスト低減を達成できる大量

合成法を確立した。 

・ 移動層システムのスケールアップ装置の基本設計を完了するとともに、固体吸収材の実ガ

ス暴露試験を実施した。 

 

 ２．２ 実績推移 

   ２０１８年度 ２０１９年度 

実績額推移    (百万円) 

   需給勘定 
６２２ ６８５ 

特許出願件数（件） １ ０ 

論文発表件数（報） ２ ３ 

その他外部発表（件） ６ ３ 

 

３．事業内容 

なし 

 

４．その他重要事項 

（１）運営・管理 

本研究開発については、技術検討会等を設け外部有識者の意見を運営管理に反映させる。 

 

（２）複数年度契約の実施 

２０１８～２０１９年度まで複数年度契約を行う。 
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５．研究開発体制 

 

 

  
ＮＥＤＯ 

ＰＭ：環境部 布川信 

公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

研究実施場所： 

  公益財団法人地球環境産業技術研究機構 本部（京都） 

委託 

川崎重工業株式会社 

研究実施場所： 

  川崎重工業株式会社 

 明石工場（兵庫） 

再委託 

国立大学法人東京農工大学 

研究実施場所： 

  国立大学法人東京農工大学 

 工学府（東京） 

再委託 
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研究開発項目⑫ 「ＣＯ２分離・回収技術の研究開発」 

２）先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究 

※２０２１年度まで「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」において実施。 

 

１．背景及び目的・目標 

固体吸収材によるＣＯ２分離・回収技術について、石炭火力発電所などの実燃焼排ガスを対

象としたスケールアップ試験を行い、石炭燃焼排ガスへの適用性を研究する。 

 

［最終目標（２０２４年度）］ 

火力発電所などの燃焼排ガスなどからＣＯ２を分離・回収する固体吸収法について、実燃焼

排ガスからのＣＯ２分離回収連続運転を実施し、パイロットスケール設備においてＣＯ２分離

回収エネルギー１．５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２の目途を得る。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

 

・ベンチスケール試験設備にて構成機器の動作確認を行うとともに、固体吸収材の性

能・固着に対する事前確認を実施した。 

・スケールアップに伴う固体吸収材の材料に関して検討をおこない、固体吸収材の課題

を抽出し吸収材仕様を決定し、製造を開始した。 

・高度シミュレーション技術の開発について、動的計算モデルを構築して定常計算モデ

ルと比較するとともに、改良モデルを用いてベンチスケールにおけるシミュレーション

精度の向上を確認した。 

・固体吸収材移動層システムのスケールアップ実ガス試験について、移動層構成機器の

製作・調達を開始し、土建工事を開始した。 

 

２．２ 実績推移 

   ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移    (百万円) 

   需給勘定 
７５６ ２，８７４ 

特許出願件数（件） １ ２ 

論文発表件数（報） ４ １ 

その他外部発表（件） １４ ２２ 

 

３．事業内容 

 ３．１ ２０２２年度事業内容 

 

・パイロット試験用固体吸収材の製造、供給を完了することで、商用化に向けて一連の

ノウハウを取得する。 

・高度シミュレーション技術の開発について、移動層シミュレーションによる実ガス試

験での最適運転条件を提示し、適用先に応じた性能予測を可能とするシミュレーターの

構築を行う。 

・固体吸収材移動層システムのスケールアップ実ガス試験について、移動層本体およ

び付帯設備や共通設備その他すべての据付工事と電気計装工事を行い、受電を完了す

る。 

・製造した固体吸収材を移動層パイロットスケール試験装置内に充填し、実燃焼排ガ
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スを導入せずに定格と部分負荷で安定運転できることを確認する。 

・発電所煙道から移動層パイロットスケール試験設備へ実燃焼排ガスを導入してＣＯ２

の分離回収を確認する。 

・固体吸収材の劣化試験、対策検討、改良を進め、性能評価を行う。 

 

 ３．２ ２０２２年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給）   ２，１３９百万円 （継続） 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．その他重要事項 

（１）運営・管理 

本研究開発については、技術検討会等を設け外部有識者の意見を運営管理に反映させる。 

 

（２）複数年度契約の実施 

２０２０～２０２４年度まで複数年度契約を行う。 

 

５．研究開発体制 

 

  

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：選定中 

公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

研究実施場所： 

  公益財団法人地球環境産業技術研究機

構 本部（京都） 

委託 

川崎重工業株式会社 

研究実施場所： 

  川崎重工業株式会社 

 明石工場（兵庫） 

再委託 

委託 

国立大学法人東海国立大学機構 

名古屋大学 

 研究実施場所：国立大学法人東海国立大

学機構名古屋大学（名古屋） 

指示・協議 

プロジェクトリーダー 

公 益財 団 法 人地 球 環

境産業技術研究機構 

  中尾真一 
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研究開発項目⑫ 「ＣＯ２分離・回収技術の研究開発」 

３）二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発【２０２１年度終了事業】 

※「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」において実施。 

 

１．背景及び目的･目標 

石炭ガス化複合発電等で発生する比較的高い圧力を有するガスからＣＯ２を分離・回収する

のに有効な分離膜技術について、実ガスを用いた実用化研究を行う。 

 

［最終目標（２０２１年度）］ 

石炭ガス化複合発電等で発生する比較的高い圧力を有するガスからのＣＯ２分離・回収エ

ネルギーについて、実用化段階（数百万ｔ－ＣＯ２／年規模を想定）で回収エネルギー０．

５ＧＪ／ｔ－ＣＯ２以下を達成する分離膜技術を開発する。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

大面積の膜及びエレメント部材に対する石炭ガス化実ガス中の不純物の影響を確認

するとともに、膜エレメントのＣＯ２分離性能の低下抑制のための要因解析を行った。

また、連続製膜に適合した膜材料、成膜処方、膜厚、添加剤等の最適化を行うとともに、

模擬ガス試験による性能検証を行った。さらに、実機膜エレメント作成のための技術課

題を抽出し、膜エレメント製作処方を検討し、膜エレメント大型化への課題を抽出した。

さらに、ＣＯ２分離回収コスト及びエネルギーの試算を行い、経済性評価を実施した。 

 

 ２．２ 実績推移 

 

３．その他重要事項 

（１）運営・管理 

本研究開発については、技術検討会等を設け外部有識者の意見を運営管理に反映させた。 

 

（２）複数年度契約の実施 

「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業」において、中間評価を２０２０年度に実施した。 

  

   ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 

実績額推移 (百万円) 

   需給勘定 
３５６ ４０８ ２０７ ９５ 

特許出願件数（件） ０ ０ ０ ２ 

論文発表件数（報） ４ １ ０ ０ 

その他外部発表（件） ６ ４ ２ ０ 
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４．研究開発体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

次世代膜モジュール技術研究組合 

研究実施場所： 

  公益財団法人地球環境産業技術研究機構 本部（京都） 

  住友化学株式会社 大阪研究所（大阪） 

委託 

ＮＥＤＯ 
ＰＭ：環境部 布川信 
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研究開発項目⑫ 「ＣＯ２分離・回収技術の研究開発」 

４）二酸化炭素分離膜システム実用化研究開発 

 

１．背景及び目的・目標 

火力発電等で発生するガスからＣＯ２を分離・回収するのに有効な分離膜技術について、実ガ

スに適用可能なモジュールおよびシステムの実用化研究を行う。また、ＣＯ２分離回収プロセス

とＣＯ２利用プロセスの統合）を考慮した分離膜技術の研究開発を行う。 

 

［中間目標（２０２２年度）］ 

実用化段階で想定される条件下でＣＯ２分離・回収に用いることができる分離膜材料の設計

方針の見通しを得て、評価設備による性能検証を開始する。 

 

［最終目標（２０２３年度）］ 

火力発電等で発生するガスからのＣＯ２の分離・回収において、ＣＯ２の利用プロセスに適

する分離膜材料を適用した分離膜システムを開発し、比較的高い圧力を有するガスからのＣ

Ｏ２の分離・回収においては実用化段階でＣＯ２分離・回収エネルギーが０．５ＧＪ／ｔ－Ｃ

Ｏ２以下を達成できる分離膜システムの技術を開発する。 

 

２．実施内容及び進捗状況 

 ２．１ ２０２１年度実施内容及び進捗状況 

火力発電等で発生するガスからＣＯ２を分離・回収するのに有効な分離膜技術について、

実ガスに適用可能なモジュールおよびシステムの実用化研究やＣＯ２分離回収プロセスと

ＣＯ２利用プロセスの統合）を考慮した分離膜技術の研究開発に着手した。 

 

 ２．２ 実績推移 

（公募・採択後に記載） 

 

３．事業内容 

 ３．１ ２０２２年度事業内容 

火力発電等で発生するガスからＣＯ２を分離・回収するのに有効な分離膜技術について、

実ガスに適用可能なモジュールおよびシステムの実用化研究を行い。また、ＣＯ２分離回収

プロセスとＣＯ２利用プロセスの統合）を考慮した分離膜技術の研究開発を行う。 

 

 ３．２ ２０２２年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給）  ５００百万円 （新規） 

事業規模については、変動があり得る。 

 

４．その他重要事項 

４．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、必要に応じて外部有識者等の意見

を適切に反映し、着実な運営を図る。 

 

４．２ 複数年度契約の実施 

選定された事業者に対して、２０２１～２０２３年度まで複数年度の契約を行う。 
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５．研究開発体制  

・高温・不純物耐久性 CO2 分離膜及び分離回収技術の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・革新的 CO2 分離膜モジュールによる効率的 CO2 分離回収プロセスの研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高性能 CO2 分離膜モジュールを用いた CO2-H2 膜分離システムの研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

【委託先】 

東レ株式会社 

国立大学法人 山口大学 

国立研究開発法人 産業技術総合研究

所 

国立大学法人 広島大学 

【再委託先】 

【再委託先】 

【再委託先】 
ＮＥＤＯ 

ＰＭ：選定中 

国立大学法人 九州大学 

国立大学法人 東京工業大学 

株式会社キッツマイクロフィルター 

株式会社日本炭素循環ラボ 

次世代膜モジュール技術研究組合 

研究実施場所： 

  公益財団法人地球環境産業技術研究機構 本部（京都） 

  住友化学株式会社 大阪研究所（大阪） 

【委託先】 

【委託先】 

【委託先】 

【再委託先】 

【再委託先】 

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：選定中 

東ソー株式会社 

【委託先】 

ＮＥＤＯ 

ＰＭ：選定中 
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研究開発項目⑬「火力発電負荷変動対応技術開発・実証事業」 

１）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の技術開発・実証研究［委託・助成事

業］ 

 

１．背景及び目的･目標 

２０２１年１０月に策定された「エネルギー基本計画」に基づき、再生可能エネルギーを大

量導入に必要となる調整力の確保等の電力システムの柔軟性の向上を達成するため、火力発電

の運用性向上を目指し、調整力電源の安定性維持に貢献する機動性に優れるガスタービン複合

発電の社会実装につながる実用化研究を行う。 

 

［中間目標（２０２４年度）] 

機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電について、電力事業者の方針や対象

機器の要求仕様等に応じた設備仕様等をまとめる。 

 

［最終目標（２０２６年度）］ 

機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電について、実証設備での目標性能達

成の目途を得る。 

 

２．事業内容 

２．１ ２０２２年度事業内容 

 ・実証設備に合わせた要素機器および制御装置の仕様検討、設計を行う。 

 ・上記要素機器および制御装置導入に伴う実証設備側の課題の抽出と対応策の検討を行う。 

 ・実証試験の運転計画を検討する。 

 

２．２ ２０２２年度事業規模 

エネルギー対策特別会計（需給）５００百万円 

事業規模については、変動があり得る。 

 

３．事業の実施方式 

３．１ 実施体制 

経済産業省 

   運営費交付金 

ＮＥＤＯ 委託・助成事業の公募・審査・採択 

   委託・助成 

委託・助成事業者  

 

３．２ 公募 

（１）掲載する媒体 

ＮＥＤＯホームページで行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

公募開始の１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。 
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（３）公募時期 

２０２２年１０月以降に行う。 

 

（４）公募期間 

原則３０日間とする。 

 

（５）公募説明会 

ＮＥＤＯにおいて開催する。 

 

３．３ 採択方法 

（１）審査方法 

審査は、公募要領に合致する応募を対象に、事前書面審査を行い、必要に応じて外部有識者

による採択審査委員会及び契約・助成審査委員会を経て、採択の可否について決定する。また、

必要に応じて申請者に対してヒアリング等を実施する。 

 

（２）公募締切りから採択決定までの審査等の期間 

特段の事情がある場合を除き、公募締切りから原則４５日以内での採択決定を行う。 

 

（３）採択結果の通知・公表 

採択者については、採択通知を行うとともに、原則として、ＮＥＤＯホームページ等にて公

表する。また、不採択者については、不採択理由を明記して不採択通知を行う。 

 

４．その他重要事項 

４．１ 運営・管理 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、必要に応じて外部有識者等の意見を適

切に反映し、着実な運営を図る。 

 

４．２ 複数年度契約の実施 

選定された事業者に対して、複数年度の契約を行う。 

 

４．３ ステージゲート審査 

要素研究［委託事業］から実証試験［助成事業（１／２助成）］への移行の可否は、外部有識

者で構成される委員会の審査（ステージゲート審査）を経て決定する。 

 

５．スケジュール 

本年度のスケジュール： ２０２２年１０月以降 公募を開始する。 

 

 


